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横浜市こども青少年局 障害児福祉保健課 

平成 28年３月 初版 

令和元年６月 第２版 

令和７年６月 第３版 



◆ はじめに ◆ 
 
放課後等デイサービスは平成 24年 4月に、障害のある学齢期児童への新たな支援として、児童福祉法に位置付けられました。 
その後平成 27 年 4 月、「支援の一定の質を担保するための全国共通の枠組みが必要」という趣旨から、「障害児への支援の基本的事項や職員の

専門性の確保等を定めた」ものとして、厚生労働省から「放課後等デイサービスガイドライン」（以下「国ガイドライン」）が公表され、平成 28
年には、国ガイドラインを基本に、本市の実情や実例を引用し、できる限りわかりやすく解釈を加えた「横浜市版 放課後等デイサービスガイド
ライン」を策定したところです。 
すべての子どもの最善の利益を保証し健全な育成を図るために、横浜市内のすべての事業所が、国ガイドラインに沿った質の高いサービスを提

供する必要があります。 
しかし、公表後もなお、事故や苦情、不適切な対応についての通報が後を絶たず、同じ横浜市内の事業所でありながら、支援の質に開きが出て

いることも現実です。 
令和６年７月に国ガイドラインが全面改訂されたことを受け、本市ガイドラインも国ガイドラインに対応するよう文言の整理等を行いました。

この解釈も国ガイドラインと同様に、支援の基本的事項を示したものです。国ガイドラインと解釈に書かれていることのみを実施するだけで、自
動的に質の高いサービスが提供できるわけではありません。各事業所におかれましては、本書の内容を踏まえた上で、各地域の実情等に応じて不
断の創意工夫を行い、支援の質の向上を図るための材料として活用してください。 
なお、本ガイドラインは放課後等デイサービスガイドラインの解釈を行っていますが、児童発達支援においても同様の解釈が適用されるもので

す。 
 

◆ 構成及び編集方法 ◆ 
○本書は、令和７年６月現在の内容で編集しています。 
○全体の構成は下図のとおり、国ガイドラインと横浜市の解釈を対応させ、左右対称形式で掲載しています。 

国ガイドライン（令和６年７月）本文 横浜市解釈 

第１章 総論 

第２章 放課後等デイサービスの原則 

… 

それぞれの章ごとに記載 
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放課後等デイサービスガイドライン（令和６年７月） 横浜市解釈 

第１章 総論 

１．ガイドラインの目的 

（１）この「放課後等デイサービスガイドライン」は、放課後等デ

イサービスについて、障害のあるこどもやその家族に対して

質の高い支援を提供するため、放課後等デイサービスにおけ

る支援の内容や運営及びこれに関連する事項を定めるもので

ある。 

（２）各放課後等デイサービス事業所は、本ガイドラインにおい

て示される障害児支援の基本理念や支援の内容等に係る基本

的な事項等を踏まえ、こども本人やその家族、地域の実情に

応じて創意工夫を図り、その機能及び質の向上を図らなけれ

ばならない。 

（３）各放課後等デイサービス事業所は、本ガイドラインの内容

を踏まえながら、こども施策の基本理念等にのっとり、特別

な支援や配慮を要するこどもであるか否かにかかわらず、権

利行使の主体であるこども自身が、身体的・精神的・社会的に

幸せな状態にあることを指すウェルビーイングを主体的に実

現していく視点を持ってこどもとその家族に関わらなければ

ならない。 

 

２．こども施策の基本理念 

令和５年４月１日にこども家庭庁が発足し、障害児支援施策

も同庁の下で、こども施策全体の連続性の中で、こども施策と

して推進されていくこととなった。 

また、こども家庭庁の発足とあわせて、こども基本法（令和４

年法律第 77 号）が施行された。こども基本法は、日本国憲法、

 

○本ガイドラインは、国ガイドラインと同様に、支援の基本的事項

を示したものである。ここに書かれていることは、事業を実施す

るにあたっての基本的事項であるため、本ガイドラインに記載さ

れていることをすべて実施しても、利用児童それぞれに対して自

動的に質の高いサービスが提供できるわけではない。１人ひとり

のこどもの発達を支え、健全な育成を図る観点で、事業所ごとに

不断の創意工夫を常に行わなければならない。 

 

○適切に障害児通所支援を提供するためには、事業者・事業所が自

主的に事業所の体制（人員・設備・運営）やサービスについて、法

令の基準や、国・県・市の通知等に適合しているか、その他の不適

当な点がないか、常に確認し、必要な改善措置を講じ、サービスの

向上に努めること重要である。 
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児童の権利に関する条約（以下「こどもの権利条約」という。）

の精神にのっとり、次代の社会を担う全てのこどもが、生涯に

わたる人格形成の基礎を築き、自立した個人としてひとしく健

やかに成長することができ、心身の状況、置かれている環境等

にかかわらず、その権利の擁護が図られ、将来にわたって幸福

な生活を送ることができる社会の実現を目指して、社会全体と

してこども施策に取り組むことができるよう、こども施策に関

し、基本理念を定め、国の責務等を明らかにし、こども施策の基

本となる事項を定める等により、こども施策を総合的に推進す

ることを目的としている（第１条）。 

こども施策の基本理念としては、次の６点が掲げられている

（第３条）。 

＜こども施策の基本理念＞ 

○全てのこどもは大切にされ、基本的な人権が守られ、差別さ

れないこと。 

全てのこどもについて、個人として尊重され、その基本的人

権が保障されるとともに、差別的取扱いを受けることがない

ようにすること。 

○全てのこどもは、大事に育てられ、生活が守られ、愛され、

保護される権利が守られ、平等に教育を受けられること。 

全てのこどもについて、適切に養育されること、その生活を

保障されること、愛され保護されること、その健やかな成長

及び発達並びにその自立が図られることその他の福祉に係

る権利が等しく保障されるとともに、教育基本法の精神にの

っとり教育を受ける機会が等しく与えられること。 

○年齢や発達の程度により、自分に直接関係することに意見を

言えたり、社会の様々な活動に参加できること。 
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全てのこどもについて、その年齢及び発達の程度に応じて、

自己に直接関係する全ての事項に関して意見を表明する機

会及び多様な社会的活動に参画する機会が確保されること。 

○全てのこどもは年齢や発達の程度に応じて、意見が尊重さ

れ、こどもの今とこれからにとって最もよいことが優先して

考えられること。 

全てのこどもについて、その年齢及び発達の程度に応じて、

その意見が尊重され、その最善の利益が優先して考慮される

こと。 

○子育ては家庭を基本としながら、そのサポートが十分に行わ

れ、家庭で育つことが難しいこどもも、家庭と同様の環境が

確保されること。 

こどもの養育については、家庭を基本として行われ、父母そ

の他の保護者が第一義的責任を有するとの認識の下、これら

の者に対してこどもの養育に関し十分な支援を行うととも

に、家庭での養育が困難なこどもにはできる限り家庭と同様

の養育環境を確保することにより、こどもが心身ともに健や

かに育成されるようにすること。 

○家庭や子育てに夢を持ち、喜びを感じられる社会をつくるこ

と。 

家庭や子育てに夢を持ち、子育てに伴う喜びを実感できる社

会環境を整備すること。 

また、児童福祉法（昭和 22 年法律第 164 号）第１条において

も、こどもの権利条約の精神にのっとり、こどもが家族や社会

の支えを受けながら自立した個人として自己を確立していく

「主体」として尊重されなければならないこと、第２条では、社

会全体がこどもの意見を尊重し、その最善の利益が優先して考
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慮されるべきことが規定されている。 

特に、こどもの最善の利益の考慮については、こどもの権利

条約及び障害者の権利に関する条約（以下「障害者権利条約」と

いう。）において、以下のとおり規定されている。 

＜こどもの権利条約＞ 

○自己の意見を形成する能力のある児童がその児童に影響を

及ぼすすべての事項について自由に自己の意見を表明する

権利を確保する。この場合において、児童の意見は、その児

童の年齢及び成熟度に従って相応に考慮されるものとする

（第 12 条）。 

○精神的又は身体的な障害を有する児童が、その尊厳を確保

し、自立を促進し及び社会への積極的な参加を容易にする条

件の下で十分かつ相応な生活を享受すべきであることを認

める（第 23 条の１）。 

○障害を有する児童が特別の養護についての権利を有するこ

とを認めるものとし、利用可能な手段の下で、申込みに応じ

た、かつ、当該児童の状況及び父母又は当該児童を養護して

いる他の者の事情に適した援助を、これを受ける資格を有す

る児童及びこのような児童の養護について責任を有する者

に与えることを奨励し、かつ、確保する（第 23 条の２）。 

 

＜障害者の権利に関する条約＞ 

○障害のある児童が他の児童との平等を基礎として全ての人

権及び基本的自由を完全に共有することを確保するための

全ての必要な措置を取ることとされ、措置にあたっては、児

童の最善の利益が主として考慮され、自己に影響を及ぼす全

ての事項について自由に自己の意見を表明する権利並びに
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この権利を実現するための障害及び年齢に適した支援を提

供される権利を有している（第７条）。 

 

障害児通所支援に携わる者は、障害のあるこどもも含め、全

てのこどもに関わるこども施策の基本理念をしっかりと理解し

た上で、こども施策全体の中での連続性を意識し、障害のある

こどもや家族の支援に当たっていくことが重要である。 

また、全てのこども・若者が、安全で安心して過ごせる多くの

居場所を持ちながら、様々な学びや、社会で生き抜く力を得る

ための糧となる多様な体験活動や外遊びの機会に接することが

でき、自己肯定感や自己有用感を高め、身体的・精神的・社会的

に将来にわたって幸せな状態で成長し、こどもが本来持ってい

る主体性や創造力を十分に発揮して社会で活躍していけるよ

う、「こどもまんなか」の居場所づくりを実現するため、「こども

の居場所づくりに関する指針」（以下「居場所指針」という。）

が、令和５年 12 月に閣議決定されている。「居場所指針」は、

こどもの居場所づくりに関する基本的事項や基本的な視点等に

ついて国としての考え方を整理したものであることから、障害

児通所支援に携わる者は、「居場所指針」の内容も十分に理解し、

「こども・若者の視点に立ち、こども・若者の声を聴きながら、

居場所づくりを進める」との視点も持ち、こどもや家族の支援

に当たっていくことが重要である。同時に、障害の有無にかか

わらず、全てのこどもが地域社会で多様な居場所を持つことが

できるようにするという観点から、「誰一人取り残さず、抜け落

ちることのない支援」の重要性を認識し、こどもや家族の支援

に当たっていくことが重要である。 

支援に当たる上では、障害の有無にかかわらず、全てのこど

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○こどもに対する支援において、こどもの自己選択、自己決定を促
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もが意見を表明する権利の主体であることを認識し、こどもが

意見を表明する機会が確保され、年齢及び発達の程度に応じて、

その意見が尊重され、こどもの最善の利益が優先考慮されるよ

う、取組を進めていくことが必要である。その際には、言語化さ

れた意見だけではなく、こどもの障害の特性や発達の程度をよ

く理解した上で、その特性や発達の程度に応じたコミュニケー

ション手段により、例えば、目の動きや顔の向き、声の出し方と

いった細やかな変化や行動を踏まえ、様々な形で発せられる思

いや願いについて、丁寧にくみ取っていくことが重要である。 

 

３．障害児支援の基本理念 

障害児支援に携わる者は、２．の全てのこどもに関わるこど

も施策の基本理念に加え、障害のあるこどもの育ちと個別のニ

ーズを共に保障するため、次の基本理念を理解した上で、こど

もや家族への支援、関係機関や地域との連携に当たっていくこ

とが重要である。 

（１）障害の特性を踏まえたニーズに応じた発達支援の提供 

こどもの発達全般や障害の特性・行動の特性等を理解し、

こどもの発達及び生活の連続性に配慮し、こどもの今の育

ちの充実を図る観点と将来の社会参加を促進する観点か

ら、こどものウェルビーイングの向上につながるよう、必

要な発達支援を提供することが必要である。 

また、障害の特性による二次障害を予防する観点も重要

であることから、こどもの特性に合わない環境や不適切な

働きかけにより二次障害が生じる場合があることを理解し

た上で支援を提供するとともに、こどもの支援に当たって

は、こども自身が内在的に持つ力を発揮できるよう、エン

すことを意識すること。「禁止」や「行動抑制」ばかりのネガティ

ブな対応ではなく、こどもの力を伸ばすような、強みに着目する

ストレングス視点で対応すること。 

 

○保護者の要望だけを優先せず、こどもの最善の利益という視点を

常に意識すること。例えば保護者の要望でもこどもの成長、発達、

親子関係にとって客観的によくないと判断した場合、保護者との

信頼関係を土台に、適切な助言をすること等があげられる。 
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パワメントを前提とした支援をすることが重要である。 

（２）合理的配慮の提供 

障害者権利条約では、障害を理由とするあらゆる差別

（「合理的配慮」の不提供を含む。）の禁止等が定められて

いる。 

障害のあるこどもの支援に当たっては、こども一人一人

の障害の状態及び発達の過程・特性等に応じ、合理的な配

慮の提供が求められる。このため、放課後等デイサービス

事業所は、障害のあるこどもや保護者と対話を重ね、物理

的な環境や意思疎通、ルールや慣行など、何が障害のある

こどもの活動を制限する社会的なバリアとなっているの

か、また、それを取り除くために必要な対応はどのような

ものがあるか、などについて検討していくことが重要であ

る。 

（３）家族支援の重視 

こどもは、家族やその家庭生活から大きな影響を受ける。

家族がこどもの障害を含め、そのこども本人のありのまま

を肯定していくプロセスは平坦ではなく、成長・発達の過

程で様々な葛藤に直面する。様々な出来事や情報で揺れ動

く家族を f、ライフステージを通じて、しっかりとサポート

することにより、こどもの「育ち」や「暮らし」が安定し、

こども本人にも良い影響を与えることが期待できる。とり

わけ放課後等デイサービスにおいては、学齢期になってか

ら障害特性が明確化したこどもが利用するケースも多いこ

とに留意して、丁寧に家族支援を行っていくことが必要で

ある。 

家族の支援に当たっても、こどもの支援と同様、家族の
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ウェルビーイングの向上につながるよう取り組んでいくこ

とが必要であり、家族自身が内在的に持つ力を発揮できる

よう、エンパワメントを前提とした支援をすることが重要

である。 

（４）地域社会への参加・包摂（インクルージョン）の推進 

全ての国民が障害の有無にかかわらず、互いに人格と個

性を尊重しあい、理解しあいながら共に生きていく共生社

会の実現に向けては、障害の有無にかかわらず、こどもた

ちが様々な遊びなどの機会を通じて共に過ごし、学びあい、

成長していくことが重要である。このため、放課後等デイ

サービス事業所は、障害児支援だけでなく、こども施策全

体の中での連続性を意識し、こどもの育ちと個別のニーズ

を共に保障した上で、地域社会への参加・包摂（インクルー

ジョン）の推進の観点を常に持ちながら、こどもや家族の

意向も踏まえ、放課後児童クラブ等の一般のこども施策と

の併行利用や移行に向けた支援や、地域で暮らす他のこど

もとの交流などの取組を進めていくことが求められる。 

（５）事業所や関係機関と連携した切れ目のない支援の提供 

こどもの現在、そして将来の豊かな育ちを保障していく

ためには、こどもと家族を中心に据えて、包括的なアセス

メント・支援を行うことが必要であり、各事業所や各関係

機関それぞれが、非連続な「点」として独自に支援を行うの

ではなく、子育て支援施策全体の連続性の中で、地域で相

互に関係しあい連携しながら「面」で支えていく必要があ

る。こどものライフステージに沿って、地域の保健、医療、

障害福祉、保育、教育、社会的養護、就労支援等の関係機関

や障害当事者団体を含む関係者が連携を図り、切れ目のな

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



9 

  

い一貫した支援を提供する体制の構築を図る必要がある。  

第２章 放課後等デイサービスの全体像 

１．定義 

児童福祉法において、「放課後等デイサービス」は、以下のよ

うに規定されている。 

＜児童福祉法＞ 

○放課後等デイサービスとは、学校教育法第１条に規定する学

校（幼稚園及び大学を除く。）又は専修学校等（同法第 124 条

に規定する専修学校及び同法第 134 条第１項に規定する各種

学校をいう。以下同じ。）に就学している障害児（専修学校等

に就学している障害児にあっては、その福祉の増進を図るた

め、授業の終了後又は休業日における支援の必要があると市

町村長（特別区の区長を含む。）が認める者に限る。）につき、

授業の終了後又は休業日に児童発達支援センターその他の

内閣府令で定める施設に通わせ、生活能力の向上のために必

要な支援、社会との交流の促進その他の便宜を供与すること

をいう（第６条の２の２第３項）。 

２．役割 

放課後等デイサービスは、大別すると、「本人支援」、「家族支

援」、「移行支援」及び「地域支援・地域連携」からなる。 

放課後等デイサービス事業所は、学齢期の障害のあるこども

に対し、個々の障害の状態や発達の状況、障害の特性等に応じ

た発達上のニーズに合わせて本人への発達支援（本人支援）を

行うほか、こどもの発達の基盤となる家族への支援（家族支援）

を行うことが求められる。 

また、全てのこどもが共に成長できるよう、学校、特別支援学

校、専修学校等（以下「学校等」という。）と連携を図りながら、

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○放課後等デイサービスは、単なる預かり事業ではない。障害のあ

るこどもの状況に合わせた生活能力の向上などの支援を行うのみ

でなく、保護者および関連機関への専門的支援を行う役割を担う

ものである。例えば、 

・学校でのカンファレンス等への参加 

・放課後キッズクラブや放課後児童クラブに対する、障害児の支

援方法の助言 

・高校卒業後に障害者作業所に通うこどもの、当該作業所への助 

 言 
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小学生の年齢においては放課後児童クラブ等との併行利用や移

行に向けた支援を行うとともに、学齢期全般において地域の一

員としての役割の発揮や地域の社会活動への参加・交流を行う

ことができるよう支援（移行支援）を行うことも求められる。 

さらに、こどもや家庭に関わる関係機関と連携を図りながら、

こどもや家族を包括的に支援（地域支援・地域連携）していくこ

とも求められる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

などを想定している。 

 

○放課後等デイサービスは、保護者への支援も求められる。保護者

の支援とは、「保護者の要望」に対応すればよいというものではな

い。具体的には、 

・子育て全般の相談にのること 

・障害のあるこどもの幅の広い育ちに気づきを与えるなど、子育

ての自信をつけること 

・学校卒業後の日中活動先の選択など、その子の状況にあわせた

進路の相談などの支援をすること 

などがあげられる。 

 

○利用回数についての適切な助言をすることも、保護者支援である。

保護者の「預けたい」という要望だけに目を向けてしまうと、こど

もが地域で育つ芽を摘む危険性や、家庭で親と過ごせなくなって

しまう場合があることなどにも十分注意すること。また、18 歳以

上になると放課後等デイサービスの利用が原則不可能となること

から、18 歳以上の過ごし方を見据えた支援計画を立てることが必

要となる。 

 

○保護者の相談に対応するためには、事業所以外（学校、利用のある

他事業所、家庭内の状況など）におけるこどもの様子も把握する

必要がある。加えて、相談したいと思える専門知識の向上に努め

ることも重要である。 

 

○放課後等デイサービスは、地域の障害児福祉の推進を図る役割も

求められている。そのため、各事業所内での支援だけで完結しな
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３．放課後等デイサービスの原則 

（１）放課後等デイサービスの目標 

学齢期は、児童期から青年期へと向かう幅広い人格形成

の時期である。そのため、放課後等デイサービスは、一人一

人の人間性の成長にしっかりと目を向けながら、こどもが

安全・安心で自分らしく過ごせる居場所として、学校や家

庭とは異なる時間、空間、人、多様な遊びや体験活動等の機

会を提供することにより、こどもが自己肯定感や自己有用

感を高め、ウェルビーイングを実現していく力を培うこと

が重要であることから、以下を目標として支援を提供して

いくことが必要である。 

①生きる力の育成とこどもの育ちの充実 

一人一人の人間性の成長にしっかりと目を向け、単に

知識やスキルを身につけるのではなく、生きる力や自立

心を育てていくとともに、将来のこどもの発達・成長の

姿を見通しながら、日常生活や社会生活を円滑に営める

よう、障害の状態や発達の状況、障害の特性等に応じ、

様々な遊びや多様な体験活動の機会を提供することを通

じて、こどもの自尊心や主体性を育てつつ、発達上のニ

ーズに合わせて、こどもの育ちの充実を図ること。 

いよう注意しなければならない。例えば、 

・放課後キッズクラブや放課後児童クラブなどを併用しているこ

どものケースカンファレンス等の主体的な開催 

・区内の連絡会議等への参加 

・地域行事への参加等 

を通じて、利用児童が地域における居場所を享受し、その中で

適切な支援を受けられるようにしていくことや、同年代のこど

もをはじめとした地域における仲間づくりを図っていくことな

ど、障害児支援の専門機関としての事業展開を考えること。 
 

○こどもの発達過程を理解した支援を提供するにあたって、保護者

との信頼関係を築くことは不可欠となる。「保護者が何も言ってこ

ないから問題ない」という姿勢ではなく、積極的に保護者とコミ

ュニケーションをとり、より良い成長を保護者とともに考えてい

く必要がある。 

 

○放課後等デイサービスの対象は、障害のあるこどもである前に、

成長過程にあるこどもであるということを意識しなければならな

い。こどもの年齢、性別にあわせた発達過程を理解した上で、個別

の障害特性を踏まえた支援が求められる。当然ながら個別支援計

画は、一人ひとりのこどもの生活や発達の課題を正確にアセスメ

ントした上で作成されるものであり、１つとして同じものはない

はずである。 
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②家族への支援を通じたこどもの暮らしや育ちの安定 

こどもの家族の意向を受け止め、こどもと家族の安定

した関係に配慮し、きょうだいを含めた家族をトータル

に支援していくことを通じて、こどもの暮らしや育ちを

支えること。 

③こどもと地域のつながりの実現 

こどもや家族の意向を踏まえながら、地域の学校等や

放課後児童クラブ、児童館等の教育や他の子育て支援施

策、地域の活動等と連携し交流を進めていくとともに、

こどもが放課後児童クラブ等との併行利用をしている場

合には、十分な連携を図り、協力しながら支援に当たる

体制づくりを進めていくことなどを通じて、こどもと地

域のつながりを作っていくこと。 

④地域で安心して暮らすことができる基盤づくりの推進 

こどもの育ちや家庭の生活の支援に関わる地域の関係

機関や他の放課後等デイサービス事業所、地域の障害児

支援の中核的な役割を担う児童発達支援センター等との

連携を通じて、こどものライフステージや家庭の状況に

応じて、切れ目のない一貫した支援を提供することによ

り、こどもと家族が包括的に支えられ、地域で安心して

暮らすことができる基盤を作っていくこと。 

（２）放課後等デイサービスの方法 

放課後等デイサービスの対象は、身体も心も大きく成長

する時期の小学生年代から高校生年代までの幅広い年齢層

のこどもであるため、それぞれの時期のこどもの発達の過

程や障害の特性等に応じた発達上のニーズ、適応行動の状

況や特に配慮が必要な事項等を丁寧に把握し理解した上
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で、放課後等デイサービスを利用する全てのこどもをあり

のままに受け止めて、こどもが自分らしく過ごせる場であ

るという安全・安心の土台の上で、総合的な支援を提供す

ることを基本としつつ、こどもの発達段階や障害特性など、

個々のニーズに応じて、特定の領域に重点を置いた支援を

組み合わせて行うなど、包括的かつ丁寧にオーダーメイド

の支援を行っていくことが重要である。 

こどもの発達の過程やや障害の特性等に応じた発達上の

ニーズの把握に当たっては、本人支援の５領域（｢健康・生

活｣、｢運動・感覚｣、｢認知・行動｣、｢言語・コミュニケーシ

ョン｣、｢人間関係・社会性｣）の視点等を踏まえたアセスメ

ントを行うことが必要である。 

総合的な支援とは、本人支援の５領域の視点等を踏まえ

たアセスメントを行った上で、生活や遊び等の中で、５領

域の視点を網羅した個々のこどもに応じたオーダーメイド

の支援が行われるものである。 

また、特定の領域に重点を置いた支援とは、本人支援の

５領域の視点等を踏まえたアセスメントを行った上で、５

領域の視点を網羅した支援（総合的な支援）を行うことに

加え、理学療法士等の有する専門性に基づきアセスメント

を行い、５領域のうち、特定（又は複数）の領域に重点を置

いた支援が計画的及び個別・集中的に行われるものであり、

一対一による個別支援だけでなく、個々のニーズに応じた

配慮がされた上で、小集団等で行われる支援も含まれるも

のである。 

そのため、本人支援の５領域の視点を網羅したアセスメ

ントが行われないことや、５領域のうち特定の領域のみの
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支援のみを行うなど、本人支援の５領域の視点が網羅され

ていない状況で支援を提供することは、総合的な支援とし

ては相応しいとは言えないものである。 

さらに、こどもは家庭や地域社会における生活を通じて、

様々な体験等を積み重ねながら育っていくことが重要であ

る。そのため、「本人支援」に加え、「家族支援」、「移行支

援」、「地域支援・地域連携」もあわせて行われることが基本

である。 

なお、支援の提供に当たっては、こどものいまの育ちを

充実させていくこととあわせて、短期的及び長期的な視点

をもって支援をしていくことが必要である。 

これらの基本的な考え方を踏まえながら、（１）の放課後

等デイサービスの目標を達成するために、放課後等デイサ

ービスに携わる職員は、次の事項に留意して、障害のある

こどもに対し、支援を提供しなければならない。 

①一人一人のこどもの状況や家庭及び地域社会での生活

の実態について、アセスメントを適切に行い、こどもと

保護者のニーズや課題を客観的に分析した上で支援に

当たるとともに、こどもが安心感と信頼感を持って活動

できるよう、こどもの主体としての思いや願いを受け止

めること。 

②こどもの生活リズムを大切にし、健康、安全で情緒の安

定した生活ができる環境や、自己を十分に発揮できる環

境を整えること。 

③一人一人のこどもの発達や障害の特性について理解し、

障害の状態や発達の過程に応じて、個別や集団における

活動を通して支援を行うこと。その際、こどもの個人差
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に十分配慮すること。 

④こどもの相互の関係作りや互いに尊重する心を大切に

し、集団における活動を効果あるものにするよう援助す

ること。その際、個の成長と、こども同士の協同的な活

動が促されるよう配慮するとともに、社会的な行動や行

為を意識ながら支援を行うこと。 

⑤こどもが自発的、意欲的に関われるような環境を構成

し、こどもの主体的な活動やこども相互の関わりを大切

にすること。こどもが様々なことを考えながら自己選

択・自己決定する時間を意識的につくり、こどもが大人

に見守られているという安心感の中で体験できる機会

を意図的に提供し、丁寧に見守る支援を行うこと。 

⑥こどもの成長は、「遊び」を通して促されることから、周

囲との関わりを深めたり、表現力を高めたりする「遊び」

を通し、職員が適切に関わる中で、豊かな感性や表現す

る力を養い、創造性を豊かにできるように、具体的な支

援を行うこと。 

⑦単に運動機能や検査上に表される知的能力にとどまら

ず、「育つ上での自信や意欲」、「発話だけに限定されない

コミュニケーション能力の向上」、「自由で多様な選択」

等も踏まえながら、こどものできること、得意なこと及

び可能性に着目し可能性を拡げることや、苦手なことに

も挑戦できる支援を行うこと。 

⑧こどもが他者との信頼関係の形成を経験できることが

必要であり、この経験を起点として、仲間とともに過ご

すことの心地よさや楽しさを味わうことで、人と関わる

ことへの関心が育ち、コミュニケーションをとることの
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楽しさを感じられるように支援すること。また、仲間と

関わることにより、葛藤を調整する力や主張する力、折

り合いをつける力が育つよう支援すること。 

⑨児童期から青年期は、年齢とともに発達上のニーズが変

化したり、二次障害やメンタルヘルスの課題を抱えたり

するなど、様々な課題に直面するとともに、人格を形成

していく時期にあることから、自尊感情や自己効力感を

育むことができるよう支援すること。 

⑩こどもが、年齢とともに変化する発達上のニーズや、二

次障害、メンタルヘルスの課題を乗り越えていくために

は、自尊感情や自己効力感を育むことが重要であり、そ

のベースとなるのは保護者や家庭生活である。このこと

を踏まえ、保護者のこどもの障害特性の理解等に配慮す

るとともに、一人一人の保護者の状況やその意向を理解

し、受容し、それぞれの親子関係や家庭生活等に配慮し

ながら、様々な機会をとらえ、適切に援助すること。 

⑪こどもの育ちと個別のニーズを共に保障した上で、地域

社会への参加・包摂（インクルージョン）の推進の観点

を常に念頭に置き、こどもと地域のつながりを意識しな

がら支援を行うこと。 

⑫こどもや家族を包括的に支援していくため、また、大人

になる準備を含めた将来の日常生活や社会生活に向け

た準備を支援していくため、事業所において、多職種で

それぞれの専門性を発揮し、こどものニーズを多方面か

ら総合的に捉えるとともに、互いに協力しあいながらチ

ームアプローチによる支援を行うこと。また、事業所内

にとどまらず、地域の関係機関や他の事業所等との連携
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を通じて、こどもや家族を支えていく連携体制を構築す

ること。 

（３）放課後等デイサービスの環境 

放課後等デイサービスを提供する上では、支援に携わる

職員やこども等の人的環境、施設や遊具等の物的環境、さ

らには自然や社会の事象等の環境を考慮し、支援に当たる

必要がある。 

放課後等デイサービス事業所は、こうした人、物、場等の

環境が相互に関連しあい、こどもの生活が豊かなものとな

るよう、次の事項に留意しつつ、計画的に環境を整え、工夫

して、こどもに対し支援を行わなければならない。 

①こども自らが環境に関わり、自発的に活動し、様々な経

験を積んでいくことにより、興味関心を拡げ、こどもに

よる選択ができるよう配慮すること。 

②こどもの活動が豊かに安全・安心に展開されるよう、放

課後等デイサービス事業所の設備や環境を整えるとと

もに、事業所の衛生管理や安全の確保等に努めること。 

③こどもが生活する空間は、温かで、親しみやすく、くつ

ろげる場となるようにするとともに、障害の特性を踏ま

え、時間や空間を本人にわかりやすく構造化すること

や、不安な気持ちを落ち着かせる環境を整えるなど、

個々のニーズに配慮した環境の中で、生き生きと活動で

きる場となるように配慮すること。 

④こどもが人と関わる力を育てていくため、こども自らが

周囲のこどもや大人と関わっていくことができる環境

を整えること。 

（４）放課後等デイサービスの社会的責任 
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放課後等デイサービスを提供する事業者には、次のよう

な社会的責任がある。 

①放課後等デイサービス事業者は、障害の有無にかかわら

ず、権利行使の主体としてこどもの人権に十分に配慮す

ることを徹底するとともに、こども一人ひとりの人格や

意見を尊重して支援を行なわなければならない。 

②放課後等デイサービス事業者は、通所するこどもの家族

の意向を受け止め、支援に当たるとともに、家族に対し、

当該事業所が行う支援の内容について適切に説明し、相

談や申入れ等に対し適切に対応しなければならない。 

③放課後等デイサービス事業者は、地域社会との交流や連

携を図り、地域社会に、当該事業所が行う支援の内容等

の情報を適切に発信しなければならない。 

④放課後等デイサービス事業者は、放課後等デイサービス

計画に基づいて提供される支援の内容や役割分担につ

いて定期的に点検し、その質の向上が図られるようにす

るとともに、こどもが安心して支援を受けられるよう、

安全管理対策等を講じなければならない。 

⑤放課後等デイサービス事業者は、通所するこどもやその

家族の個人情報を適切に取り扱わなければならない。 

 

 

第３章 放課後等デイサービスの提供すべき支援の具体的内容 

１．放課後等デイサービスの提供に当たっての留意事項 

放課後等デイサービスに携わる職員は、こどもの育ちの連続

性を意識した支援が求められていることから、放課後児童クラ

ブ等との連携及び併行利用や移行に向けた支援を行うために、
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放課後児童クラブ運営指針（平成 27 年厚生労働省雇用均等・児

童家庭局長通知）の「育成支援（放課後児童クラブにおけるこど

もの健全な育成と遊び及び生活の支援）の内容」を理解すると

ともに、特別支援学校小学部・中学部学習指導要領（平成 29 年

文部科学省告示第 73 号）及び特別支援学校高等部学習指導要領

（平成 31 年文部科学省告示第 14 号）についても理解し、支援

に当たることが重要である。 

放課後児童クラブ運営指針においては、その対象である６歳

から 12 歳までの児童期のこどもの発達について、一人一人のこ

どもの発達過程を理解する目安が示されている。放課後等デイ

サービスでは、これに加えて 13 歳以降の思春期のこどもを対象

としているところであり、本ガイドラインでは、放課後児童ク

ラブ運営指針も参考に、目安として、おおむね「６歳～８歳（小

学校低学年）」、「９歳～10 歳（小学校中学年）」、「11 歳～12 歳

（小学校高学年）」及び「13 歳以降（思春期）」の４つの区分に

分けて、留意事項を示す。障害のあるこどもは、保護者や他の大

人から、一定の年齢に達しても「こども」としてみられることも

多いが、大人になる過程にある一人の人間として対応していく

ことが重要である。 

なお、この区分は、同年齢のこどもの均一的な発達の基準で

はなく、個人差や障害の特性等によりその発達過程は様々であ

ることを十分に理解した上で、あくまでも一人一人のこどもの

発達過程を理解する目安として捉えるべきものである。 

（１）おおむね６歳～８歳（小学校低学年） 

○こどもは学校生活の中で、読み書きや計算の基本的技能を

習得し、日常生活に必要な概念を学習し、係や当番等の社

会的役割を担う中で、自らの成長を自覚していく。一方で、
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同時にまだ解決できない課題にも直面し、他者と自己とを

比較し、葛藤も経験する。 

○遊び自体の楽しさの一致によって群れ集う集団構成が変

化し、そこから仲間関係や友達関係に発展することがあ

る。ただし、遊びへの参加がその時の気分に大きく影響さ

れるなど、幼児的な発達の特徴も残している。 

○ものや人に対する興味が広がり、遊びの種類も多様になっ

ていき、好奇心や興味が先に立って行動することが多い。 

○大人に見守られることで、努力し、課題を達成し、自信を

深めていくことができる。その後の時期と比べると、大人

の評価に依存した時期である。 

（２）おおむね９歳～10 歳（小学校中学年） 

○論理的な思考や抽象的な言語を用いた思考が始まる。道徳

的な判断も、結果だけに注目するのではなく、動機を考慮

し始める。また、お金の役割等の社会の仕組みについても

理解し始める。 

○遊びに必要な身体的技能がより高まる。 

○同年代の集団や仲間を好み、大人に頼らずに活動しようと

する。他者の視線や評価に一層敏感になる。 

○言語や思考、人格等のこどもの発達諸領域における質的変

化として表れる「９、10 歳の節」と呼ばれる大きな変化を

伴っており、特有の内面的な葛藤がもたらされる。この時

期に自己の多様な可能性を確信することは、発達上重要な

ことである。 

（３）おおむね 11 歳～12 歳（小学校高学年） 

○学校内外の生活を通じて、様々な知識が広がっていく。ま

た、自らの得意不得意を知るようになる。 
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○日常生活に必要な様々な概念を理解し、ある程度、計画性

のある生活を営めるようになる。 

○大人から一層自立的になり、少人数の仲間で「秘密の世界」

を共有する。友情が芽生え、個人的な関係を大切にするよ

うになる。 

○身体面において第２次性徴が見られ、思春期・青年期の発

達的特徴が芽生える。しかし、性的発達には個人差が大き

く、身体的発育に心理的発達が伴わない場合もある。 

○個々のこどもの性的な発達段階や性への興味・関心に応

じ、心や身体の発育や発達に関して正しく理解することが

できるよう、性に関して学ぶ機会を多く作ることが重要で

ある。 

（４）おおむね 13 歳以降（思春期） 

○思春期は、こどもから大人へと心身ともに変化していく大

切な時期であり、第二次性徴などの身体的変化や精神的変

化に戸惑いを感じる時期である。こうした戸惑いと親から

の自立を目指した一連の動きは、反抗的あるいは攻撃的な

態度として表れることも多く、家族を含め周囲の大人の対

応によっては情緒的・精神的に不安定となる危険性があ

る。 

○この時期、共通の立場にある仲間とお互いに共感し心を通

じ合わせることで、危機を乗り越えていくことも可能とな

る。 

○一方で、同じ年齢や同性の仲間との間に生じるストレスや

心理的ショックなどが「劣等感」となって定着してしまう

こともある。 

○思春期前に培われた自己有能感を基盤として、大人とだけ
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ではなく仲間との関係性も重視し、進学や就労など次のス

テージに向かう力が生まれるようにサポートすることが

求められる。 

○個々のこどもの性的な発達段階や性への興味・関心に応

じ、心や身体の発育や発達に関する正しい理解をもとに適

切な行動をとることができるよう、性に関して学ぶ機会を

多く作ることが重要である。 

 

２．放課後等デイサービスの内容 

放課後等デイサービスは、具体的には、障害のあるこどもの

個々のニーズに応じて、「本人支援」、「家族支援」、「移行支援」

及び「地域支援・地域連携」を総合的に提供していくものであ

る。 

「本人支援」は、５領域（｢健康・生活｣、｢運動・感覚｣、｢認

知・行動｣、｢言語・コミュニケーション｣、｢人間関係・社会性｣）

の視点等を踏まえたアセスメントを行った上で、「自立支援と日

常生活の充実のための活動」、「多様な遊びや体験活動」、「地域

交流の活動」及び「こどもが主体的に参画できる活動」の４つの

基本活動を複数組み合わせながら、個々のこどもに応じて、オ

ーダーメイドの支援を提供していくことが重要である。また、

「本人支援」の各領域に示すねらい及び支援内容は、こどもが

家庭や地域社会における生活を通じ、様々な体験を積み重ねる

中で、相互に関連を持ちながら達成に向かうものである。この

ため、「本人支援」だけでなく、「家族支援」や「移行支援」、「地

域支援・地域連携」を通して、育ちの環境を整えていくことが極

めて重要である。 

さらに、「本人支援」により得られた、障害のあるこどもが健

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○法定事業として、給付費で運営をしていることを十分に理解した

活動を提供すること。例えば、 

・一日の半分がドライブ 

・漫然と一日中室内でのおもちゃ遊びやテレビ・DVD、ゲームをさ

せているだけ 

・自事業所を活用せず、近隣事業所へ遊びに行くだけ 

などの支援は想定されない。 

 

○こどもの状況に応じた、適切な余暇の提供ということを意識し、

日々の過ごし方についての、そのこどもの情報収集を積極的に行

うこと。余暇を過ごす状況を漫然と見守ることは事業として想定

されていない。 
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やかに育っていくための方法について、家庭や地域に伝えてい

くことも重要である。 

（１）本人支援 

「本人支援」は、障害のあるこどもの発達の側面から、心

身の健康や生活に関する領域「健康・生活」、運動や感覚に

関する領域「運動・感覚」、認知と行動に関する領域「認知・

行動」、言語・コミュニケーションの獲得に関する領域「言

語・コミュニケーション」、人との関わりに関する領域「人

間関係・社会性」の５領域にまとめられるが、これらの領域

の支援内容は、お互いに関連して成り立っており、重なる

部分もある。そのため、放課後等デイサービス計画におい

ては、「本人支援」について５つの欄を設けて、個々に異な

る支援目標や支援内容を設定する必要はないが、各領域と

の関連性については必ず記載することとしている。 

以下の（ア）から（オ）までに示す各領域における支援内

容は、各領域におけるねらいを踏まえて考えられる支援内

容を仔細に記載したものであり、実際の支援の場面におい

ては、これらの要素を取り入れながら、こどもの支援ニー

ズや、現在と当面の生活の状況等を踏まえて、こどもの育

ち全体に必要な支援内容を組み立てていく必要がある。 

また、学齢期には、二次障害やメンタルヘルスの課題を

抱える場合もあり、こどもがこれらの課題を乗り越えてい

くためには、自尊感情や自己効力感を育むことが重要であ

る。 

この「本人支援」の大きな目標は、こどもが様々な遊びや

学び、多様な体験活動を通じて生きる力を育むとともに、

将来、日常生活や社会生活を円滑に営めるようにするもの
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である。 

放課後等デイサービス事業所で行われる「本人支援」は、

家庭や地域社会での生活に活かしていくために行われるも

のであり、学校と連携を図りながら進めていくものである。 

（ア）健康・生活 

ね

ら

い 

・健康状態の維持・改善 

・生活習慣や生活リズムの形成 

・基本的生活スキルの獲得 

・生活におけるマネジメントスキルの育成 

支

援

内

容 

＜健康状態の維持・改善＞ 

・健康状態の把握と対応 

健康な心と体を育て、健康で安全な生活を作り

出すことを支援する。また、こどもの心身の状態

をきめ細やかに確認し、平常とは異なった状態を

速やかに見つけ出し、必要な対応をすることが重

要である。その際、意思表示が困難であるこども

の障害の特性及び発達の過程・特性等に配慮し、

小さなサインでも心身の異変に気づけるよう、き

め細かな観察を行う。 

・リハビリテーションの実施 

日常生活や社会生活を営めるよう、それぞれの

こどもが持つ機能をさらに発達させながら、こど

もに適した身体的、精神的、社会的支援を行う。 

＜生活習慣や生活リズムの形成＞ 

睡眠、食事、排泄等の基本的な生活習慣を形成

し、健康状態の維持・改善に必要な生活リズムを

身につけられるよう支援する。また、健康な生活
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の基本となる食を営む力の育成に努めるととも

に、楽しく食事ができるよう、口腔内機能・感覚

等に配慮しながら、咀嚼・嚥下の接触機能、姿勢

保持、手指の運動機能等の状態に応じた自助具等

に関する支援を行う。さらに、衣服の調節、室温

の調節や換気、病気の予防や安全への配慮を行

う。 

＜基本的生活スキルの獲得＞ 

・生活に必要な基本的技能の獲得 

こどもが食事、排泄、睡眠、衣類の着脱、身の

回りを清潔にすること等の生活に必要な基本的

技能を獲得できるよう、生活の場面における環境

の工夫を行いながら、こどもの状態に応じて適切

な時期に適切な支援をする。 

・構造化等による生活環境の調整 

生活の中で、様々な遊びや体験を通した学びが

促進されるよう環境を整える。また、障害の特性

に配慮し、時間や空間を本人に分かりやすく構造

化する。 

・医療的ケア児への適切なケアの実施 

適切に医療的ケアを受けられるよう、こどもの

医療濃度に応じた医療的ケアの実施や医療機器

の準備、環境整備を行う。 

＜生活におけるマネジメントスキルの育成＞ 

障害の特性や身体各部の状態について理解し、そ

れらが及ぼす生活上の困難や補助機器を用いる際

の留意点等について理解を深め、状況に応じて、自
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己の行動や感情を調整したり、他者に対して主体的

に働きかけたりしてより生活しやすい環境にして

いくための支援をする。また、自分で何をするかア

イデアを出しながら、自分の生活をマネジメントす

ることができるよう、こどもの意向を受け止めなが

ら、自分で組み立ててできる行動を増やしていける

よう支援する。 

（イ）運動・感覚 

ね

ら

い 

・姿勢と運動・動作の基本的技能の向上 

・姿勢保持と運動・動作の補助的手段の活用 

・身体の移動能力の向上 

・保有する感覚の活用 

・感覚の補助及び代行手段の活用 

・感覚の特性への対応 

支

援

内

容 

＜姿勢と運動・動作の基本的技能の向上＞ 

日常生活に必要な動作の基本となる姿勢保持

や上肢・下肢の運動・動作の改善及び習得、関節

の拘縮や変形の予防、筋力の維持・強化を図る。 

＜姿勢保持と運動・動作の補助的手段の活用＞ 

姿勢の保持や各種の運動・動作が困難な場合、

姿勢保持装置など、様々な補助用具等の補助的手

段を活用してこれらができるよう支援する。 

＜身体の移動能力の向上＞ 

自力での身体移動や歩行、歩行器や車椅子によ

る移動など、日常生活に必要な移動能力や、事業

所外での移動や交通機関の利用など、社会的な場

面における移動能力の向上のための支援を行う。 
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＜保有する感覚の活用＞ 

保有する視覚、聴覚、触覚、嗅覚、固有覚、前

庭覚等の感覚を十分に活用できるよう、遊び等を

通して支援する。 

＜感覚の補助及び代行手段の活用＞ 

障害の状態や発達の段階、興味関心に応じて、

保有する感覚を用いて情報を収集し、状況を把握

しやすくするよう、眼鏡や補聴器等の各種の補助

機器や ICT を活用することや、他の感覚や機器に

よる代行が的確にできるように支援する。 

＜感覚の特性への対応＞ 

感覚の特性（感覚の過敏や鈍麻）を踏まえ、感

覚の偏りに対する環境調整等の支援を行う。 

（ウ）認知・行動 

ね

ら

い 

・認知の特性についての理解と対応 

・対象や外部環境の適切な認知と適切な行動の習

得（感覚の活用や認知機能の発達、知覚から行動

への認知過程の発達、認知や行動の手掛かりとな

る概念の形成） 

・行動障害への予防及び対応 

支

援

内

容 

＜認知の特性についての理解と対応＞ 

一人一人の認知の特性を理解し、それらを踏ま

え、自分に入ってくる情報を適切に処理できるよ

う支援する。また、こだわりや偏食等に対する支

援を行う。 

＜対象や外部環境の適切な認知と適切な行動の習

得＞ 
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・感覚の活用や認知機能の発達 

視覚、聴覚、触覚等の感覚を十分活用して、こ

れらの感覚から情報が適切に取得され、認知機能

の発達を促す支援を行う。 

・知覚から行動への認知過程の発達 

取得した情報を過去に取得した情報と照合し、

環境や状況を把握・理解できるようにするととも

に、これらの情報を的確な判断や行動につなげる

ことができるよう支援を行う。 

・認知や行動の手掛かりとなる概念の形成 

物の機能や属性、形、色、音が変化する様子、

大小、数、重さ、空間、時間等の概念の形成を図

ることによって、それを認知や行動の手掛かりと

して活用できるよう支援する。 

＜行動障害への予防及び対応＞ 

感覚や認知の偏り、コミュニケーションの困難

性から生ずる行動障害の予防及び適切行動への

対応の支援を行う。 

（エ）言語・コミュニケーション 

ね

ら

い 

・コミュニケーションの基礎的能力の向上 

・言語の受容と表出 

・言語の形成と活用 

・人との相互作用によるコミュニケーション能力

の獲得 

・コミュニケーション手段の選択と活用 

・状況に応じたコミュニケーション 

・読み書き能力の向上 
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支

援

内

容 

＜コミュニケーションの基礎的能力の向上＞ 

障害の種別や程度、興味・関心等に応じて、言

葉によるコミュニケーションだけでなく、表情や

身振り、各種の機器等を用いて意思のやりとりが

行えるようにするなど、コミュニケーションに必

要な基礎的な能力を身に付けることができるよ

う支援する。 

＜言語の受容と表出＞ 

話し言葉や各種の文字・記号等を用いて、相手

の意図を理解したり、自分の考えを伝えたりする

など、言語を受容し表出することができるよう支

援する。 

＜言語の形成と活用＞ 

コミュニケーションを通して、事物や現象、自

己の行動等に対応した言語の概念の形成を図り、

体系的な言語を身に付けることができるよう支

援する。 

＜人との相互作用によるコミュニケーション能力

の獲得＞ 

個々に配慮された場面における人との相互作

用を通して、相手と同じものに注意を向け、その

行動や意図を理解・推測するといった共同注意の

獲得や場面に応じた言動・対応など人との関わり

方についての学び等を含めたコミュニケーショ

ン能力の向上のための支援を行う。 

＜コミュニケーション手段の選択と活用＞ 

・指差し、身振り、サイン等の活用 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



30 

  

指差し、身振り、サイン等を用いて、環境の

理解と意思の伝達ができるよう支援する。 

・手話、点字、音声、文字等のコミュニケーショ

ン手段の活用 

手話、点字、音声、文字、触覚、平易な表現

等による多様なコミュニケーション手段を活

用し、環境の理解と意思の伝達ができるよう支

援する。 

・コミュニケーション機器の活用 

機器（パソコン・タブレット等の ICT 機器を

含む。）等のコミュニケーション手段を適切に

選択、活用し、環境の理解と意思の伝達が円滑

にできるよう支援する。 

＜状況に応じたコミュニケーション＞ 

コミュニケーションを円滑に行うためには、伝

えようとする側と受け取る側との人間関係や、そ

のときの状況を的確に把握することが重要であ

ることから、場や相手の状況に応じて、主体的に

コミュニケーションを展開できるよう支援する。 

＜読み書き能力の向上＞ 

発達障害のあるこどもなど、障害の特性に応じ

た読み書き能力の向上のための支援を行う。 

 

（オ）人間関係・社会性 

ね

ら

い 

・アタッチメント（愛着）の形成と安定 

・情緒の安定 

・他者との関わり（人間関係）の形成 
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・遊びを通じた社会性の発達 

・自己の理解と行動の調整 

・仲間づくりと集団への参加 

支

援

内

容 

＜アタッチメント（愛着）の形成と安定＞ 

・アタッチメント（愛着）の形成 

こどもが基本的な信頼感を持つことができる

ように、環境に対する安心感・信頼感、人に対す

る信頼感、自分に対する信頼感を育む支援を行

う。 

・アタッチメント（愛着）の安定 

自身の感情が崩れたり、不安になった際に、大

人が相談にのることで、安心感を得たり、自分の

感情に折り合いをつけたりできるよう「安心の基

地」の役割を果たせるよう支援する。 

＜情緒の安定＞ 

自身の感情や気持ち、生理的な状態像に関心を

持ち、その変化の幅を安定させることに興味を持

つことができるよう援助し、変化の幅が小さく安

定した情緒の下で生活ができるよう支援する。 

＜他者との関わり（人間関係）の形成＞ 

他者の気持ちや意図を理解し、他者からの働き

掛けを受け止め、それに応ずることや場に応じた

適切な行動ができるように支援する。 

＜遊びを通じた社会性の促進＞ 

・模倣行動の支援 

遊び等を通じて人の動きを模倣することに

より、社会性の発達や対人関係の構築を支援す
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る。 

・感覚・運動遊びから象徴遊びへの支援 

感覚機能を使った遊びや運動機能を働かせ

る遊びから、見立て遊びやつもり遊び、ごっこ

遊び等の象徴遊びを通して、徐々に社会性の発

達を支援する。 

・一人遊びから協同遊びへの支援 

周囲にこどもがいても無関心である一人遊

びの状態から並行遊びを行い、大人が介入して

行う連合的な遊び、役割分担したりルールを守

って遊ぶ協同遊びを通して、徐々に社会性の発

達を支援する。 

＜自己の理解と行動の調整＞ 

自分のできることや苦手なことなど、自分の行

動の特徴を理解し、自己を肯定的に捉えられる機

会を通じて、気持ちや情動を調整し、状況に応じ

た行動ができるように支援する。 

＜仲間づくりと集団への参加＞ 

集団に参加するための手順やルールを理解し、

こどもの希望に応じて、遊びや集団活動に参加で

きるよう支援するとともに、共に活動することを

通じて、相互理解や互いの存在を認め合いなが

ら、仲間づくりにつながるよう支援する。 

（４つの基本活動） 

本人支援において、複数組み合わせて行うことが求められる

４つの基本活動は、以下のとおりである。 

なお、これらの基本活動を提供するに当たっては、こどもの
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意見を聴きながら自己選択や自己決定を促すとともに、こども

同士の関わりの中でこどもが主体性を発揮しながら参加できる

よう、支援していくことが求められる。 

（ア）日常生活の充実と自立支援のための活動 

こどもの発達に応じて必要となる日常生活における基本的

な動作や自立を支援するための活動を行う。こどもが意欲的

に関われるような遊びを通して、成功体験の積み増しを促し、

自己肯定感を育めるようにする。将来の自立や地域生活を見

据えた活動を行う場合には、こどもが通う学校で行われてい

る教育活動を踏まえ、その方針や役割分担等を共有できるよ

う、学校と連携を図りながら支援を行う。 

（イ）多様な遊びや体験活動 

遊び自体の中にこどもの発達を促す重要な要素が含まれて

いることから、挑戦や失敗を含め、屋内外を問わず、自由な遊

びを行う。また、体験したことや、興味を持ったことに取り組

めることは、新たにやってみたいと感じる機会につながるこ

とから、多様な体験の機会を提供していく。こどもが望む遊び

や体験、余暇等を自分で選択しながら取り組むことができる

よう、多彩な活動プログラムを用意する。その際には、個別性

に配慮された環境やこどもがリラックスできる環境の中で行

うことができるよう工夫することが重要である。 

（ウ）地域交流の活動 

障害があるがゆえにこどもの社会生活や経験の範囲が制限

されてしまわないように、地域の中にこどもの居場所をつく

りながらこどもの社会経験の幅を広げていく。他の社会福祉

事業や地域において放課後等に行われている多様な学習・体

験・交流活動など地域資源も活かして、遊びや体験の機会を創

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○地域交流の機会を提供することは、単に経験を増やすのみならず、

学校卒業後の地域での生活につなげる意味がある。地域の特性な

どを十分に把握し、学校卒業後にこどもがその地域で生活してい

くために、地域で理解され、生活する場を作っていくこと。 
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出していくとともに、ボランティアの受入れ等により、積極的

に地域との交流を図っていく。こうした取組は、こどもにとっ

て、地域そのものが安全・安心な居場所となることにもつなが

る。 

（エ）こどもが主体的に参画できる活動 

こどもとともに活動を企画したり過ごし方のルールをつく

ったりするなど、こどもが主体的に参画できる機会を設け、こ

どもが意見を表明しやすい環境づくりを行いながら、こども

とともに活動を組み立てていく取組を行っていく。その際に

は、こどもの意思を受け止めつつ、一人一人の個別性に配慮す

るとともに、こどもに寄り添いながら進めていくことが重要

である。こうした取組は、こどもにとって自分自身が権利の主

体であることを実感するとともに、こどもの権利を守ること

にもつながる。 

 

（障害特性に応じた配慮事項） 

放課後等デイサービスに携わる職員は、障害のあるこども

の発達の状態及び発達の過程・特性等を理解し、一人一人の

こどもの障害の特性及び発達の状況に応じた支援を行うこと

が必要である。 

また、それぞれの特性に応じて、設備・備品への配慮のほ

か、こどもや保護者との意思の疎通、情報伝達のための手話

等による配慮を行う等、様々な合理的配慮を行いながら環境

を工夫することなどが必要である。 

なお、ここでは、特に配慮すべき内容について以下のとお

り示しているが、障害の特性だけで捉えられることばかりで

はないため、この内容だけにとらわれることなく、こどもの
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状態像の把握とアセスメントを行った上で、必要な配慮を行

うことが必要である。 

○視覚に障害のあるこどもに対しては、聴覚、触覚及び保有

する視覚等を十分に活用しながら、様々な体験を通して身

近な物の存在を知り、興味・関心や意欲を育てていくこと

等を通じて、社会性を育て、生活経験を豊かにしていくこ

とが必要である。また、ボディイメージを育て、身の回り

の具体的な事物・事象や動作と言葉とを結び付けて基礎的

な概念の形成を図るようにすることが必要である。さら

に、視覚補助具やコンピューター等の情報機器、触角教材、

拡大教材および音声教材等各種教材を効果的に活用する

ことも重要である。 

○聴覚に障害のあるこども（人工内耳を装用しているこども

を含む。）に対しては、聴こえない又は聴こえにくい特性や

必要な配慮を理解した上で（ろう重複、盲重複の場合には、

特に配慮が必要）、保有する聴覚や視覚的な情報等を十分

に活用して言葉の習得と概念の形成を図る支援を行う必

要がある。また、音声、文字、手話、指文字等を適切に活

用して人との関わりを深めたり、日常生活に必要な知識を

広げたりする態度や習慣を育てる必要がある。 

○知的障害のあるこどもに対しては、活動内容や環境の設定

を創意工夫し、活動への意欲を高めて、発達を促すように

することが必要である。また、ゆとりや見通しをもって活

動に取り組めるよう配慮するとともに、周囲の状況に応じ

て安全に行動できるようにすることが必要である。 

○発達障害のあるこどもに対しては、予定等の見通しをわか

りやすくすることや、感覚の特性(感覚の過敏や鈍麻)に留
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意し、安心できる環境づくりが必要である。また、具体的

又は視覚的な手段を用いながら、活動や場面の理解を促す

ことや、人と関わる際の具体的な方法や手段を個々の特性

に応じて身に付けることが必要である。 

○精神的に強い不安や緊張を示すこどもに対しては、特定の

人との関係性を軸に、周囲の人との関わりを拡げていくと

ともに、活動内容や環境の設定を創意工夫し、情緒の程よ

い表出を促すことが必要である。また、安心感のある肯定

的な関わりを大切にするとともに、少人数でゆったりと落

ち着いた受容的な環境を用意することが必要である。 

○場面緘黙（選択性かん黙）のあるこどもに対しては、話さ

ないということだけに着目して、話すことを強制したり、

話さないこどもとみなしたりするのではなく、こどもの心

理的な要因や環境的な要因等により、他の場面では話せて

いるにもかかわらず、場面によっては話ができないという

状態であることを理解した上で支援に当たることが必要

である。こどもの緊張や不安の緩和を目標にして、こども

の意思が表出しやすい場面を設け、指さしやカード、身振

りなど言葉以外の方法でコミュニケーションを取れるよ

う工夫することが必要である。 

○肢体不自由のこどもに対しては、身体の動きや健康の状態

等に応じ、可能な限り体験的な活動を通して経験を拡げる

ようにすることが必要である。また、興味や関心をもって、

進んで身体を動かそうとしたり、表現したりするような環

境を創意工夫することが必要である。 

○病弱・身体虚弱のこどもに対しては、病気の状態等に十分

に考慮し、活動と休息のバランスを取りながら、様々な活
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動が展開できるようにすることが必要である。心臓病等に

より乳幼児期に手術等を受けているこどもは、治療過程で

運動や日常生活上での様々な制限を受けたり、同年代のこ

どもとの関わりが少なくなるなど、学びの基礎となる経験

が不足することがある。小児慢性特定疾病や難病等のこど

もを含め、こどもが可能な限り体験的な活動を経験できる

よう、主治医からの指示・助言や保護者からの情報を三者

で共有しながら支援を行うことが必要である。 

○医療的ケアが必要なこどもに対しては、医療的ケアの目的

や具体的な手法等について十分に情報を収集し、医師の指

示に基づき、適切にケアを提供する体制をあらかじめ整え

た上で、心身や健康の状態、病気の状態等を十分に考慮し、

活動と休息のバランスを取りながら、様々な活動が展開で

きるようにすることが必要である。また、健康状態の維持・

改善に必要な生活習慣を身に付けることができるように

することが必要である。さらに、こどもが可能な限り体験

的な活動を経験できるよう、主治医からの指示・助言や保

護者からの情報を三者で共有しながら支援を行うことが

必要である。なお、医療的ケアが必要なこどもの中には、

見た目では医療的ケアが必要であると分からないこども

もいることに配慮することが必要である。 

○重症心身障害のあるこどもに対しては、重度の知的障害及

び重度の肢体不自由があるため、意思表示の困難さに配慮

し、こどもの小さなサインを読み取り、興味や関心に応じ

て体験的な活動の積み重ねができるようにすることが必

要である。これは、不快、苦痛、体調不良時等の意思表示

であっても同様であり、その表情等から変化に気づけるよ

 

 

 

 

 

 

 

 

○医療的ケア等が必要なこどもに対しては、サービス利用前から、

こどもの医学的状況、発達・生活上の配慮、保護者の情報の把握な

どについて、事業所全体で組織的に情報共有する仕組みを構築す

ること。従業員がローテーションで勤務している特性を踏まえ、

医療的ケアや体調への配慮、サービスの利用状況、緊急時の対応

など、こどもそれぞれに応じたマニュアルを作成し、従業員間で

共有することが必要である。例えば、緊急時の対応にあたっては、

チューブ等の自己抜去や急な体調の変化等、想定されるリスクを

抽出し、「予想される緊急時の対応フロー」等のマニュアルを作成

すること。当該対応フローには、事前に保護者や主治医医療機関

に確認した緊急連絡先や緊急時の対応方法などを記載し、その内

容を全ての従業員で共有し、緊急時に適切な対応ができるよう定

期的に訓練を実施することが必要である。 

 

○医療的ケア等が必要なこどもの行事、事業所外での活動等にあた

っては、こどもそれぞれに合った無理のない行事や事業所外活動

等を計画し、あらかじめ保護者への説明と理解を得ておくほか、

必要に応じて主治医医療機関にも確認すること。なお、安全なサ

ービス利用のため、保護者の同伴を求める場合は、その必要性な
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う、心身の状態を常にきめ細かく観察することが必要であ

る。また、筋緊張を緩和する環境づくりや遊び、姿勢管理

により、健康状態の維持・改善を図ることが必要である。 

○複数の種類の障害のあるこどもに対しては、それぞれの障

害の特性に配慮した支援が必要である。 

○知的障害と発達障害のあるこどもに対しては、将来的な強

度行動障害のリスクを把握し、適切なアセスメントを踏ま

え、それぞれの障害の特性に応じた支援の提供と、環境の

調整に取り組むなど、行動上の課題を誘発させないよう、

予防的な観点をもって支援を行っていくことが必要であ

る。 

特に、学童期や思春期になると、行動上の課題がより顕

在化しやすくなるため、現在の行動上の課題やその行動の

意味等にも着目する機能的アセスメントを行い、それを踏

まえて、こどもが安心して過ごせるための環境調整や、自

発的なコミュニケーションスキル等を身につけていくた

めの「標準的な支援」を行うことが必要である。 

○高次脳機能障害のあるこどもに対しては、障害による認知

や行動上の特性等を理解するとともに、障害を受ける前に

できていたことができないといった悩みを抱えているこ

とがあるため、心のケアを心がけつつ支援を行うことが必

要である。 

 

（思春期のこどもに対する支援に当たっての留意点） 

思春期は、行動上の課題がより顕在化しやすくなることや、

メンタルヘルスの課題や不登校など様々な課題が増えてくる年

代であり、また、この時期には高校卒業後の進路に向けた準備

どを十分に検討し、保護者の理解と協力を得ること。 
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も必要となる。ここでは、こうした様々な課題を持つ可能性の

ある思春期のこどもへの支援に関して特に留意すべき内容につ

いて示す。 

○思春期は、他者との関わりや社会との関わりの中で、自分

の存在の意味や価値、役割を考え、アイデンティティを形

成していく時期である。一方で、様々な葛藤を抱えたり、

家族・友人との関係などに悩んだりする繊細な時期でもあ

る。思春期のこどもが、自己肯定感を高められるよう支援

を行うことが重要であり、こどもの意思を受け止めつつ、

一人一人の悩みや葛藤、個別性に合わせて寄り添って支援

を行っていくことが重要である。 

○思春期は、メンタルヘルスの課題も顕在化してくる年代で

あり、こころの不調や病気の兆し、症状やその特徴を理解

して支援を行うことも重要であり、必要に応じて、医療機

関や地域の相談窓口となる機関（保健所、精神保健福祉セ

ンター等）とも連携を図りながら支援を行うことが重要で

ある。 

 

（不登校の状態にあるこどもに対する支援に当たっての留意

点） 

不登校の状態にあるこどもへの支援については、放課後等デ

イサービスのみだけではなく、学校等（校長、担任、スクールカ

ウンセラー、スクールソーシャルワーカー、養護教諭など）や家

庭を中心に、こどもを取り巻く関係者・関係機関間で支援の状

況等を適宜共有し、連携を図りながら支援を行っていくことが

重要である。なお、支援にあたっては以下に留意すること。 

○不登校の状態にあるこどもに対しては、まずはこども本人

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○放課後等デイサービスは、学校の代わりになるものではないが、

生活リズムの維持や学びの場の獲得等を目的に利用することは差

支えない。不登校の状態が継続することで、学校教育を受ける機

会が損なわれることがないよう十分に留意し、学校等関係機関と

支援の状況を共有し、連携を図ることが重要になる。具体的には、

関係機関とカンファレンスを開催し、こどもと保護者に寄り添い

ながら、適切な支援を行うこと。 
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の気持ちに寄り添い、共感することで、こどもの自己肯定

感を高めることが大切である。 

○学校等や家族からの情報も踏まえてアセスメントを行い、

登校しないあるいはしたくてもできない状況が生じてい

る要因や背景について把握・分析を行い、個々のニーズに

応じて必要な支援（例えば、こども本人の抱える不安の解

消、社会的コミュニケーションを図るなど）を放課後等デ

イサービス計画に位置付けた上で、計画的に支援を進める

ことが重要である。また、学校等や家庭と連携を図る際に

は、放課後等デイサービスでの支援の状況やこども本人の

変化等を共有しながら支援を進めることが重要である。 

○不登校の状態にある場合であっても、こどもの学びの場を

確保し、学びたいと思った時に学べる環境を整えることも

重要である。そのため、こども本人の意思を尊重し、学校

等や家庭と連携を図りながら、必要な対応や方策の検討を

行うことが重要である。その際には、学校等は、様々な制

度や公的な支援により質の担保された教育機関であり、学

校教育を受ける機会を得られないことにより、将来にわた

って社会的自立を目指す上でリスクが存在することを踏

まえ、安易に不登校の状態が継続することのないよう留意

することが必要である。 

 

（特に支援を要する家庭のこどもに対する支援に当たっての留

意点） 

こどもが行動、態度や表情など気がかりな様子を見せる時

は、その原因や背景を考える必要がある。事業所の支援環境

や手立ての調整を行うことで改善できることもあれば、こど
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もの生活環境全般を見渡し分析した上で、その環境上で発生

している事象にアプローチしなければならないこともある。

ここでは、いくつかの気に留めておくべきこどもの行動や態

度、表情などを取り上げ、支援を行うに当たっての留意点と

して以下に示すが、これらの留意点に加え、まずは日頃から

保護者との関係づくりを丁寧に行うことで保護者の孤立を防

ぐとともにこどもの変化に気付きやすくしておくこと、さら

には専門機関やボランティア・NPO 団体などの地域資源につい

ての情報を収集しておくことが重要である。 

○不自然な傷がある、日常的に身なりが不衛生で放置が疑わ

れるなど虐待を受けていることが疑われるこどもについて

は、極度の緊張した表情や極度の甘えがみられるなどの

様々な反応に対する理解や、職員とのアタッチメント（愛

着）の形成を含めた信頼関係の構築が重要である。 

◯サイズに合ってない衣類を着ている、朝食を食べていない、

医療機関を受診しない、生活リズムの乱れが見られるなど

生活に困窮していることが疑われる家庭のこどもについて

は、食事等の基本的な生活習慣や生活リズムの形成、食事、

排泄、睡眠、衣類の着脱等の基本的生活スキルの獲得などを

基盤として、様々な豊かな経験を提供するとともに、保護者

やこどもの自尊心を傷つけないよう十分配慮することが必

要である。 

◯近年増加傾向にある外国にルーツのあるこどもについて

は、日本語がうまく話せないことで他のこどもとの関係を

構築することが難しいこともあり、学習が進みにくい、ある

いは、文化の違いなどにより差別やいじめを受ける場合も

あるなど、生活上の困難さを感じているこどもも多いこと
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から、支援に当たっては、まずはこどもが持つ困難さを把握

し、それぞれの困難さに対して具体的にどのような支援が

必要かを「多文化共生」という視点を入れながら考えていく

ことが重要である。 

 

（２）家族支援 

こどもは、保護者や家庭生活から大きな影響を受けること

から、こどもの成長や発達の基盤となる親子関係や家庭生活

を安定・充実させることが、こどもの「育ち」や「暮らし」の

安定・充実につながる。このため、障害のあるこどもを育てる

家族が安心して子育てを行うことができるよう、家族（きょ

うだいを含む。）と日頃から信頼関係を構築し、障害の特性に

配慮し、丁寧な「家族支援」を行うことが必要である。 

特に、こどもが学齢期に診断を受ける場合や、年齢ととも

にこどもの発達上のニーズが変化する場合には、保護者がこ

どもの障害や発達の過程を含むその子のありのままを受け止

め、肯定していくプロセスを支えていくことが重要である。

また、学齢期には、二次障害やメンタルヘルスの課題を抱え

る場合もあり、こどもがこれらの課題を乗り越えていくため

には、自尊感情や自己効力感を育むことが重要であり、保護

者や家庭生活はそのベースとなる。 

家族支援においては、こども本人の状況や家庭の状況等を

踏まえるとともに、子育てに困難さを感じているか、相談す

る人はいるか（孤立していないか）など、家族の困りごとに寄

り添いながら、気持ちを受け止め、こども本人と保護者との

相互の信頼関係を基本に保護者の意思を尊重する姿勢が重要

である。 
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ね

ら

い 

・アタッチメント（愛着）の安定 

・家族からの相談に対する適切な助言等 

・障害の特性に配慮した家庭環境の整備 

支

援

内

容 

＜アタッチメント（愛着）の安定＞ 

・こどもの信頼感を育むとともに、こどもの感情や不安

に寄り添い、家族や周囲の人と安定した関係を継続す

るための支援 

＜家族からの相談に対する適切な助言等＞ 

・家族の子育てに関する困りごとに対する相談援助 

・こどもの発達上のニーズについての気づきの促しと

その後の支援 

・こどもの支え方や食事のとり方等の具体的な介助方

法についての助言・提案 

・家族のレスパイトの時間の確保や就労等による預か

りニーズに対応するための延長支援 

・心理的カウンセリングの実施 

・保護者同士の交流の機会の提供 

・きょうだい同士の交流の機会の提供やきょうだいに

対する相談援助 

＜障害の特性に配慮した家庭環境の整備＞ 

・こどもの発達状況や特性の理解に向けた相談援助、講

座、ペアレント・トレーニングの実施 

・家族に対する支援場面を通じた学びの機会の提供 

 

（支援に当たっての配慮事項） 

学齢期は、こどもが行動上の課題やメンタルヘルスの課題、

不登校など様々な課題を抱える年代にあることや、学齢期に
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なってから障害特性が明確化する場合も多いことなども踏ま

え、家族が様々な葛藤に直面する時期である。そのため、こど

もと家族をトータルに支援していくことが重要である。 

以下は、家族のさまざまな不安や負担を軽減していく観点

から特に配慮すべき内容を示しており、「家族支援」の提供に

当たり留意すること。 

○「家族支援」は、大きなストレスや負担にさらされている母

親が中心となる場合が多いが、父親やきょうだい、さらには

祖父母など、家族全体を支援していく観点が必要である。 

○「家族支援」は、家族がこどもの障害の特性等を理解してい

くために重要な支援であるが、理解のプロセス及び態様は、

それぞれの家族で異なることを理解することが重要であ

る。 

○特に、こどもの障害の特性等の理解の前段階として、「気づ

き」の支援も「家族支援」の重要な内容であり、個別性に配

慮して慎重に行うことが大切である。 

○「家族支援」において明らかとなってくる虐待（ネグレクト

を含む。）の疑いや保護者自身の精神的な状態、経済的な課

題、ＤＶ等の家族関係の課題等に応じて心理カウンセリン

グ等、専門的な支援が必要な場合は、適切な関係機関につな

いでいく等の対応が求められる。 

○「家族支援」は、必要に応じて、障害児相談支援事業所、児

童発達支援センターや他の放課後等デイサービス事業所、

居宅介護（ホームヘルプ）や短期入所（ショートステイ）等

を実施する障害福祉サービス事業所、発達障害者支援セン

ター、医療的ケア児支援センターや医療的ケア児等コーデ

ィネーター、児童相談所、こども家庭センター、専門医療機
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関、保健所等と緊密に連携を図り実施することが必要であ

る。 

 

（３）移行支援 

地域社会で生活する平等の権利の享受と、地域社会への参

加・包摂（インクルージョン）の考え方に立ち、全てのこども

が共に成長できるよう、障害のあるこどもが、可能な限り、地

域において放課後等に行われている多様な学習・体験・活動

や居場所を享受し、その中で適切な支援を受けられるように

していくことや、同年代のこどもをはじめとした地域におけ

る仲間づくりを図っていくことが必要である。 

このため、事業所における支援の中に「移行」という視点を

取り入れ、具体的な移行先が既にある場合は、その移行先へ

の移行に向けた支援を、現時点で特段の具体的な移行先がな

い場合は、こどもが地域で暮らす他のこどもと繋がりながら

日常生活を送ることができるように支援を提供するなど、「移

行支援」を行うことが重要である。 

なお、特に入学・進学・就職時等のライフステージの移行時

における「移行支援」は、こどもを取り巻く環境が大きく変化

することも踏まえ、支援の一貫性の観点から、より丁寧な支

援が求められる。 

ね

ら

い 

・放課後児童クラブ等への移行支援 

・ライフステージの切替えを見据えた将来的な移行に

向けた準備 

・放課後児童クラブ等と併行利用している場合におけ

る併行利用先との連携 

・同年代のこどもをはじめとした地域における仲間づ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



46 

  

くり 

支

援

内

容 

＜放課後児童クラブ等への移行支援、ライフステージの

切替えを見据えた将来的な移行に向けた準備＞ 

・具体的な移行や将来的な移行を見据えたこどもの発

達の評価・支（※） 

・具体的な移行先との調整 

・移行先との支援方針・支援内容の共有や、こどもの状

態・親の意向・支援方法についての伝達 

・家族への情報提供や移行先の見学調整 

・移行先の受け入れ体制づくりへの協力 

・移行先ヘの相談援助 

・進路や移行先の選択についての本人や家族への相談

援助（※） 

＜放課後児童クラブ等と併行利用している場合におけ

る併行利用先との連携＞ 

・併行利用先とのこどもの状態や支援内容の共有（例：

得意不得意やその背景、声掛けのタイミングやコミュ

ニケーション手段の共有） 

・併行利用の場合の利用日数や利用時間等の調整 

＜同年代のこどもをはじめとした地域における仲間づ

くり＞ 

・地域の学校や放課後児童クラブ、児童館、地域住民と

の交流 

（※）「移行」の視点を持った本人や家族に対する支援は、「本人

支援」や「家族支援」と内容が重なる場合もある 

 

（４）地域支援・地域連携 
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事業所において、障害のあるこどもや家族を中心に据えた

包括的な支援を提供するためには、こどもの育ちや家庭の生

活の支援に関わる保健・医療・福祉・教育・労働等の関係機関

や障害福祉サービス等事業所等と連携して、こどもや家族の

支援を進めていく「地域支援・地域連携」を行うことが必要で

ある。 

「地域支援・地域連携」を行うに当たっては、こどものライ

フステージに応じた切れ目のない支援（縦の連携）と関係者

間のスムーズな連携の推進（横の連携）の両方（縦横連携）が

重要である。 

なお、ここでいう「地域支援・地域連携」とは、こどもや家

族を対象とした支援を指すものであり、地域の事業所への後

方支援や、研修等の開催・参加等を通じた地域の支援体制の

構築に関するものではないことに留意すること。 

ね

ら

い 

・通所するこどもに関わる地域の関係者・関係機関と

連携した支援 

支

援

内

容 

＜通所するこどもに関わる地域の関係者・関係機関と

連携した支援＞ 

・こどもが通う学校や放課後児童クラブ等との情報連

携や調整、支援方法や環境調整等に関する相談援助、

放課後等デイサービス計画の作成又は見直しに関す

る会議の開催 

・こどもを担当する保健師や、こどもが通う医療機関

等との情報連携や調整 

・こどもに支援を行う発達障害者支援センターや医療

的ケア児支援センター、地域生活支援拠点等との連
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携・こどもが利用する障害児相談支援事業所や障害

福祉サービス事業所、他の障害児通所支援事業所と

の生活支援や発達支援における連携 

・虐待が疑われる場合には、児童相談所やこども家庭

センターとの情報連携 

・児童委員、主任児童委員等地域の関係者等との連携 

・個別のケース検討のための会議の開催 

 

（支援に当たっての配慮事項） 

「地域支援・地域連携」を行うに当たっては、以下に留意す

ること。 

○「地域支援・地域連携」は、放課後等デイサービスを利用

するこどもが地域の様々な場面で適切な支援を受けられ、

地域の中に居場所を持つことができるよう、関係機関等と

連携することが重要であることから、普段から、地域全体

の子育て支援を活性化するためのネットワークを構築し

ておくという視点が必要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第４章 放課後等デイサービス計画の作成及び評価 

放課後等デイサービスの適切な実施に当たっては、障害児相談支

援事業所が、障害のあるこどもや保護者の生活全般における支援ニ

ーズや解決すべき課題等を把握し、最も適切な支援の組み合わせに

ついて検討し、障害児支援利用計画を作成する。その後、児童発達支

援管理責任者が、障害児支援利用計画における総合的な援助の方針

等を踏まえ、当該事業所が提供する具体的な支援内容等について検

討し、放課後等デイサービス計画を作成し、これに基づき日々の支

援が提供されるものである。 

 

○相談支援事業者との連携 

相談支援専門員が開催するサービス担当者会議からの招集に対し

ては、緊急時等の例外を除き、必ず応じること。サービス担当者会

議での方針に沿った支援が提供されるよう、支援方針は事業所内

全従業員で必ず共有すること。 
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なお、セルフプランにより放課後等デイサービスを利用するこど

もであって、複数の事業所から継続的に支援を受けている場合は、

事業所間で連携し、こどもの状態や支援状況の共有等を行うなど、

障害児支援の適切な利用支援を進めることが重要であり、事業所間

におけるこどもの状態像の認識や必要な支援の見立て、支援内容等

のバラつきにより、こどもに過度なストレスを与えることのないよ

う留意すること。 

また、障害児相談支援事業所と放課後等デイサービス事業所の関

係性は、単に相談支援専門員が作成した障害児支援利用計画に基づ

き、児童発達支援管理責任者が放課後等デイサービス計画を作成し、

支援を実施するという上下の関係にはない。こどもや家族の生活全

般のニーズに対応するため、放課後等デイサービス事業所からも障

害児相談支援事業所に積極的に働きかけるなど、双方向のやり取り

を行う関係であることに留意して連携する必要がある。 

 

１．障害児支援利用計画の作成の流れ 

（１）障害児相談支援事業所による障害児支援利用計画案の作

成と市町村による支給決定 

○障害児相談支援事業に従事する相談支援専門員は、放課

後等デイサービスの利用を希望するこどもや保護者の求

めに応じて障害児支援利用計画案の作成を行う。 

○相談支援専門員は、こどもや家族との面談により、こど

もの心身の状況や置かれている環境、日常生活の状況、

現に受けている支援、支援の利用の意向等をこどもや家

族から聴き取った上で、それらに基づいたアセスメント

によりニーズを明らかにし、総合的な援助方針を提案す

る。 
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○こどもや家族の意向と総合的な援助方針に基づき、個々

のこどもの障害の状態や発達の状況、や障害の特性等に

応じた発達上のニーズに対応し、生活全般のニーズを充

足するために、必要な支援を検討する。 

○学齢期の障害のあるこどもへの支援には、児童福祉法に

基づき、通所により発達支援を行う「放課後等デイサー

ビス」のほか、重度の障害等により外出が著しく困難な

障害のあるこどもに対し、居宅を訪問して発達支援を行

う「居宅訪問型児童発達支援」、学校等に通学している障

害のあるこどもに対し支援を行う「保育所等訪問支援」

がある。また、障害者の日常生活及び社会生活を総合的

に支援するための法律（平成 17 年法律第 123 号。以下

「障害者総合支援法」という。）に基づき、居宅で入浴や

排泄、食事の介護等を行う居宅介護（ホームヘルプ）や、

自宅で介護する人が病気の場合等に、短期間、施設で入

浴や排泄、食事の介護等を行う短期入所（ショートステ

イ）等の障害福祉サービスが利用できる。 

○障害児支援利用計画案は、これらの支援の中から、必要

な支援を選択又は組み合わせ、個々の支援の目的や内容

及び量について検討し、こども又は保護者の同意のもと

作成するものである。 

○市町村は、作成された障害児支援利用計画案を勘案し、

放課後等デイサービスの利用についての支給決定を行う

こととなる。 

（２）担当者会議の開催と障害児支援利用計画の確定 

○相談支援専門員は、市町村による支給決定後、こどもや

家族の希望を踏まえて、支援を提供する事業所の調整を
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行い、それらの事業所等を集めた担当者会議を開催する。

担当者会議には、こどもや家族、事業所の児童発達支援

管理責任者や職員、他の支援等を利用している場合には

その担当者、その他必要に応じて、こどもや家族への支

援に関係する者が招集される。 

○担当者会議では、障害児支援利用計画案の作成に至る経

緯、こどもや家族の意向と総合的な援助方針、ニーズと

支援目標、支援内容等について共有する。 

○担当者会議の参加者は、障害児支援利用計画案の内容に

ついて意見交換を行うが、その際、事業所の担当者は、放

課後等デイサービスの専門的な見地からの意見を述べる

ことが求められる。また、障害児支援利用計画案に位置

づけられた当該事業所に期待される役割を確認するとと

もに、障害のあるこどもが、地域の中で他のこどもと共

に成長できるようにするため、こどもの最善の利益の観

点から、支援の提供範囲にとどまらず、意見を述べるこ

とが重要である。 

○相談支援専門員は、担当者会議における参加者による意

見交換を受けて、支援の提供の目的や内容を調整し、各

担当者の役割を明確にした上で、こども又は保護者の同

意のもと障害児支援利用計画を確定する。確定した障害

児支援利用計画は、こどもや保護者をはじめ、支給決定

を担当する市町村、事業所の支援を提供する者に配付さ

れ共有される。 

（３）放課後等デイサービス計画に基づく放課後等デイサービ

スの実施 

○事業所の放課後等デイサービス計画は、児童発達支援管
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理責任者が、障害児支援利用計画における総合的な援助

方針や、当該事業所に対応が求められるニーズを踏まえ

て、放課後等デイサービスの具体的な内容を検討し、作

成する。放課後等デイサービス計画の作成については、

２．を参照すること。 

○事業所は、障害児相談支援事業所と連携し、障害児支援

利用計画との整合性のある放課後等デイサービス計画の

作成と支援の提供を行うことが重要である。なお、障害

児支援利用計画と放課後等デイサービス計画は、個々の

こどもの支援における合理的配慮の根拠となるものであ

る。 

○事業所は、作成された放課後等デイサービス計画に基づ

き支援を実施する。 

○障害児相談支援事業所が作成する障害児支援利用計画に

代えてセルフプランにより放課後等デイサービスを利用

するこどもであって、複数の事業所から継続的に支援を

受けている場合は、市町村が選定するコア連携事業所（こ

どもの支援について適切なコーディネートを進める中核

となる事業所）を中心として、事業所間で連携して放課

後等デイサービスを実施する。 

（４）障害児相談支援事業所によるモニタリングと障害児支援

利用計画の見直し 

○相談支援専門員は、一定期間毎に、こどもと家族に対す

る面談により、障害児支援利用計画に基づいた支援の提

供状況や効果、支援に対する満足度についてモニタリン

グを実施する。また、各事業所から支援の提供状況や効

果について確認した結果、現在の支援がニーズの充足の
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ために適切でなかったり、当初のニーズが充足してニー

ズが変化していたり、新たなニーズが確認された場合は、

必要に応じて担当者会議を開催し、障害児支援利用計画

を見直す。 

○担当者会議において、事業所の児童発達支援管理責任者

は、その時点までの支援の提供状況を踏まえて、目標の

達成度や気づきの点等の情報を積極的に共有することが

重要である。そのためには、事業所の設置者・管理者は、

児童発達支援管理責任者や職員のうち、こどもの状況を

よく理解した者を参画させなければならない。 

○障害児支援利用計画の内容が見直され、総合的な援助方

針や事業所に求められる役割が変更された場合には、児

童発達支援管理責任者は、必要に応じて放課後等デイサ

ービス計画を変更し、適切な支援を実施する。 

（５）その他の連携について 

○事業所による支援は、こどもや家族への生活全般におけ

る支援の一部を継続的に実施するものである。日々の支

援を担う事業所は、こどもや家族のニーズの変化を細や

かに把握することができる。また、継続的な関わりは、こ

どもや家族へのアセスメントを深め、潜在的なニーズの

把握にもつながる。 

○しかし、それらのニーズは、事業所のみで対応できるも

のばかりではなく、他の支援機関による対応が必要な場

合もある。その場合は適切な支援が調整され提供される

ように、速やかに障害児相談支援事業所などの関係機関

と連絡を取り合う必要がある。 
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２．放課後等デイサービス計画の作成の流れ 

児童発達支援管理責任者は、放課後等デイサービスを利用す

るこどもと家族のニーズを適切に把握し、放課後等デイサービ

スが提供すべき支援の内容を踏まえて放課後等デイサービス計

画を作成し、すべての職員が放課後等デイサービス計画に基づ

いた支援を行っていけるように調整する。また、提供される支

援のプロセスを管理し、客観的な評価等を行う役割がある。 

 

（１）こどもと保護者及びその置かれている環境に対するアセ

スメント 

○児童発達支援管理責任者は、こどもや家族への面談等に

より本人支援の５領域（「健康・生活」、「運動・感覚」、「認

知・行動」、「言語・コミュニケーション」、「人間関係・社

会性」）の視点等を踏まえたアセスメントを実施する。な

お、「障害児通所給付費に係る通所給付決定事務等につい

て」（令和６年４月）において、市町村が、支給決定の際

に、介助の必要性や障害の程度の把握のために実施する

「５領域 20 項目の調査」の結果について、保護者に対し、

利用する事業所に交付するよう依頼することが望ましい

旨示していることから、事業所は、保護者に対し、「５領

域 20 項目の調査」の結果について確認の上、当該結果に

ついて、アセスメントを含め実際の支援の場面にも活用

していくことが重要である。 

○こどもと保護者及びその置かれている環境を理解するた

めには、こどもの障害の状態だけでなく、こどもの適応

行動の状況を、標準化されたツールを用いたフォーマル

なアセスメントや、日々の行動観察なども含むインフォ

 

○児童発達支援管理責任者は、その専門的な立場から、こどものた

めに適切な個別支援計画を立てる、支援の中心的役割である。ま

た、すべての従業員が計画に基づいた支援が行えているか、提供

される支援を管理・調整・評価する役割があるため、支援を客観的

に把握する立場であることを意識すること。 

 

○１人１人の個別ファイルを作成して保管すること。日々の記録を

含め、計画に沿った支援が行われているかを、こどもごとに確認、

振り返りができるような保管方法をとること。 

 

○個別支援計画については、児童発達支援管理責任者だけではなく、

全従業員が共有するものである。 

 

○児童発達支援管理責任者は、個別支援計画の内容が日々の支援に

反映されるよう、指導員である従業員とその日の支援の振り返り

をするなど、従業員間での共有を図る役割がある。そのためには、

指導員に日々の支援記録を取ることを徹底させ、児童発達支援管

理責任者はその支援が目標や計画に反映されているか日々検証

し、改善につなげていくこと。 

 

○日々の支援記録は、個別支援計画に基づく支援の視点を持って記

録されるものであって、それぞれのこどもに即したサービス提供

ができているかを振り返るものである。定期的にミーティング等

で支援の共有をし、振り返りの機会を設けること。 

 

○横浜市では、個別支援計画があることは当然とし、その中身を重
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ーマルなアセスメントを使用する等により確認する必要

がある。 

また、こどもの発育状況、自己理解、心理的課題、こど

もの興味・関心、養育環境、これまで受けてきた支援、現

在関わっている関係機関、地域とのつながり、利用に当

たっての希望、将来展望等について必要な情報を収集し、

こどもと保護者のニーズや課題を分析する必要がある。 

○保護者のニーズとこども本人のニーズは必ずしも一致す

るものではないため、まずはこどものニーズを明確化し

ていくことが求められる。また、こどものニーズは変化

しやすいため、日頃から状況を適切に把握して対応して

いく必要がある。 

○アセスメントの実施に当たっては、全てのこどもが権利

の主体であることを認識し、個人として尊重するととも

に、意見を形成・表明する手助けをするなど、こども本人

のニーズをしっかりと捉えられるように対応することが

必要である。 

（２）放課後等デイサービス計画の作成 

○障害児相談支援事業所等が作成した障害児支援利用計画

や、自らの事業所でアセスメントした情報について、課

題整理表等を用いて整理しながら、放課後等デイサービ

スにおけるニーズを具体化した上で、支援の具体的な内

容を検討し、放課後等デイサービス計画を作成する。 

○放課後等デイサービス計画の作成に当たっては、将来に

対する見通しを持った上で、障害種別や障害の特性、こ

どもの発達の段階を丁寧に把握し、それらに応じた関わ

り方を考えていくとともに、こどもや保護者の意思の尊

視する。新規に個別支援計画を作成した後は、最低６か月に１度

の見直し（モニタリング）が必須となっているが、これは最低限の

考え方であり、児童や家庭の状況の変化により必要に応じてそれ

よりも早く再作成をするものと考える。 

 

○個別支援計画を作成する際は、特にアセスメントを重視すること。

具体的には 

・こどもの障害特性 

・こどもの発達過程 

・家庭や所属での様子 

・こどものニーズ 

・保護者の要望 

・将来に対する見通し 

などを丁寧に把握し、こどもと保護者のニーズや課題を客観的

に分析すること。 

 

 

 

○個別支援計画を作成する際は、学校における個別の教育支援計画

等と連動した計画とすることが望ましい。保護者の同意を得た上

で、特別支援教育コーディネーター等から、個別の教育支援計画

等の情報提供を受ける。また、学校へも事業所の個別支援計画を

提供することが望ましい。 
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重、こどもの最善の利益の優先考慮の観点を踏まえて作

成することが必要である。 

○「最善の利益が優先して考慮」されるとは、「こどもにと

って最も善いことは何か」を考慮することをいうが、こ

どもの意見がその年齢及び発達の程度に応じて尊重すべ

きものと認められる場合であっても、別の考慮要素と比

較衡量して合理的に判断した結果、こどもにとって最善

とは言い難いと認められる場合には、こどもの意見とは

異なる結論が導かれることはあり得るものである。その

際は、こどもに対し、適切に説明することが必要である。 

○放課後等デイサービス計画の作成に係る個別支援会議の

開催に当たっては、こどもの支援に関わる職員を積極的

に関与させることが必要である。オンラインの活用も可

能とされており、予定が合わない等により個別支援会議

を欠席する職員がいる場合は、個別支援会議の前後に情

報共有を行ったり意見を求めたりすることも必要であ

る。いずれにしても、こどもの支援に関わる様々な職員

に意見を聴く機会を設けることが求められる。 

また、こどもの意見を尊重し、こどもの最善の利益を

考慮することが重要であることに鑑み、当該こどもの年

齢や発達の程度に応じて、こども本人や保護者の意見を

聴くことが求められる。そのため、例えば、会議の場にこ

どもと保護者を参加させることや、会議の開催前にこど

も本人や保護者に直接会って意見を聴くことなどが考え

られる。 

○放課後等デイサービス計画には、「利用児と家族の生活に

対する意向」、「総合的な支援の方針」、「長期目標」、「短期
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目標」、「支援の標準的な提供時間等」、「支援目標及び具

体的な支援内容等」（「本人支援・家族支援・移行支援・地

域支援・地域連携の項目」、「支援目標」、「支援内容（５領

域との関連性を含む。）」、「達成時期」、「担当者・提供機

関」、「留意事項」）を記載する。それぞれの記載項目につ

いては、こどもと家族の意向とアセスメントを踏まえて、

つながりを持って作成していくことが必要であり、「利用

児と家族の生活に対する意向」を踏まえて「総合的な支

援の方針」を設定し、それを受けた「長期目標」と「短期

目標」、それを達成するための「支援目標及び具体的な支

援内容等」を設定することが必要である。児童発達支援

計画の参考様式及び記載例については、別添１の「個別

支援計画の記載のポイント」、を参照すること。 

○放課後等デイサービス計画に、こども本人のニーズに応

じた「支援目標」を設定し、それを達成するために、本ガ

イドラインの「放課後等デイサービスの提供すべき支援」

の「本人支援」、「家族支援」、「移行支援」及び「地域支援・

地域連携」のねらい及び支援内容も踏まえながら、こど

もの支援に必要な項目を適切に設定し、その上で、４つ

の基本活動をベースとした具体的な支援内容を設定す

る。 

○「本人支援」においては、５領域の視点を網羅した支援

（総合的な支援）を行うことが必要であり、支援を組み

立てていくに当たっては、（１）のアセスメントにおいて、

５領域の視点を持ちながら、こどもと家族の状況を多様

な観点・情報から総合的・包括的に確認・分析してそのニ

ーズや課題を捉え、そこから必要な支援を組み立ててい
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くことが重要であり、単に５領域に対応する支援への当

てはめを行うだけの児童発達支援計画の作成にならない

よう留意することが必要である。 

○「本人支援」における５領域との関連性については、５領

域全てが関連付けられるよう記載することを基本とする

が、相互に関連する部分や重なる部分もあると考えられ

るため、５領域それぞれで、一対一対応で、異なる支援目

標や支援内容を設定する必要はない。ただし、５領域の

うち相互に関連する部分や重なる部分を踏まえ、これら

をまとめた上で支援目標や支援内容を設定した場合であ

っても、各領域との関連性についての記載は必ず行い、

「本人支援」全体として５領域全てが関連付けられるよ

うにする必要がある。 

○「本人支援」においては、計画期間内に、特に重点的に取

り組むものとそうではないものなど、支援内容の実施頻

度に差がある場合も想定される。しかしながら、計画期

間内における実施頻度が低いと見込まれる支援内容であ

っても、こどもの生活全般を通じて５領域との関連性が

担保できるよう、５領域全てとの関連において必要な支

援内容を記載することが必要である。 

○「本人支援」において、５領域の視点を網羅した支援（総

合的な支援）に加え、特定の領域に重点を置いた支援を

行う場合についても、放課後等デイサービス計画に記載

することが必要である。 

○「移行支援」については、地域社会への参加・包摂（イン

クルージョン）を推進する観点から、支援の中に「移行」

という視点を取り入れ、放課後児童クラブ等の他のこど
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も施策との併行利用や移行に向けた支援、同年代のこど

もとの仲間づくり等の取組を記載する。 

○「支援目標及び具体的な支援内容等」においては、放課後

等デイサービスの基本となる「本人支援」、「家族支援」及

び「移行支援」について必ず記載することとする。「地域

支援・地域連携」については必要に応じて記載すること

とするが、関係者が連携しながらこどもと家族を包括的

に支援していく観点から、当該事項についても積極的に

取り組むことが望ましい。 

○支援内容については、「いつ」、「どこで」、「誰が」、「どの

ように」、「どのくらい」支援するかということが、放課後

等デイサービス計画において常に明確になっていること

が必要である。 

○こどもや保護者に対し、「放課後等デイサービス計画」を

示しながら説明を行い、こどもや家族の支援として必要

な内容になっているかについて同意を得る必要がある。 

○将来に対する見通しを持った上で、障害種別、障害の特

性やこどもの発達の段階を丁寧に把握し、それらに応じ

た関わり方を考えていくことが必要である。 

○支援手法については、個別活動と集団活動をそのこども

に応じて適宜組み合わせることが必要である。 

○事業所において作成した放課後等デイサービス計画は、

障害児相談支援事業所へ交付を行うことが必要である。 

（３）タイムテーブルに沿った発達支援の実施 

○事業所における時間をどのようにして過ごすかについ

て、一人一人の放課後等デイサービス計画を考慮し、一

日の時間と活動プログラムを組み合わせたタイムテーブ
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ルを作成する。タイムテーブルは、こどもの生活リズム

を大切にし、日常生活動作の習得や、こどもが見通しを

持って自発的に活動できるよう促されることが期待され

る。 

○発達支援の時間は十分に確保されなければならず、送迎

の都合で発達支援の時間が阻害されることのないようタ

イムテーブルを設定しなければならない。 

○活動プログラムは、こどものニーズや状況、こどもの障

害種別、障害の特性、発達の段階、生活状況等に応じて、

その内容を組み立て、職員も交えながらチームで検討し

ていくことが必要である。提供される活動プログラムを

固定化することは、経験が限られてしまうことにもなる

ため、活動プログラムの組合せについて、創意工夫が求

められる。活動プログラムの内容は、本ガイドラインの

「放課後等デイサービスの提供すべき支援」の内容等を

十分に踏まえたものでなければならない。 

○集団活動の場合は、対象となるこどもの年齢や障害の状

態の幅の広さを考慮しながら、活動プログラムを作成す

る必要がある。こどもの年齢や発達上のニーズが異なる

ことも多いことから、年齢別、障害種別又は発達上のニ

ーズ別に支援グループを分けることなどの工夫も必要で

ある。 

（４）放課後等デイサービス計画の実施状況の把握（モニタリ

ング） 

○放課後等デイサービス計画は、概ね６か月に１回以上モ

ニタリングを行うことになっているが、こどもの状態や

家庭状況等に変化があった場合には、６か月を待たずし

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○児童発達支援管理責任者は、最低６ヶ月に１回以上、モニタリン

グを行うこと。ただし、モニタリングは、支援の客観的評価を行

い、計画の見直しの必要性を判断するものであるので、単に目標
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てモニタリングを行う必要がある。モニタリングは、目

標達成度を評価して支援の効果を測定していくためのも

のであり、単に達成しているか達成していないかを評価

するものではなく、提供した支援の客観的評価を行い、

放課後等デイサービス計画の見直しの必要性を判断す

る。 

○障害児支援利用計画との整合性のある放課後等デイサー

ビス計画の作成と支援の実施が重要であることから、モ

ニタリング時においても、障害児相談支援事業所と相互

連携を図りながら、情報共有を行うことが重要である。 

（５）モニタリングに基づく放課後等デイサービス計画の見直

し及び支援の終結 

○モニタリングにより、放課後等デイサービス計画の見直

しが必要であると判断された場合は、放課後等デイサー

ビス計画の積極的な見直しを行う。その際、支援目標の

設定が高すぎたのか、支援内容が合っていなかったのか､

別の課題が発生しているのか等の視点で、これまでの支

援内容等を評価し、今後もその支援内容を維持するのか､

変更するのかを判断していく。現在提供している放課後

等デイサービスの必要性が低くなった場合は、放課後等

デイサービス計画の支援目標の大幅な変更や支援の終結

を検討する。 

○放課後等デイサービス計画の支援目標の大幅な変更や支

援の終結に当たっては、放課後等デイサービス事業所か

ら家族や障害児相談支援事業所、学校等の関係機関との

連絡調整を実施し、障害児支援利用計画の変更等を促す。

なお、放課後児童クラブに移行する場合や学校卒業後に

を達成したかしないかといった漫然とした更新を行えばいいもの

ではない。 

 

○こどもの状況が変われば支援計画も変わることが予想される。６

ヶ月の期間を待たず、その都度モニタリングをする必要も想定さ

れる。 

 

 

 

 

 

 

○モニタリングの際には、保護者と面談等を行うこと。家庭での様

子、保護者による計画の評価などをヒアリングし、計画の見直し

へとつなげるとともに、保護者の子育て支援にもつなげていくこ

とが重要である。 
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障害福祉サービス事業所を利用する場合など、他の機関・

団体に支援を引き継ぐ場合には、これまでの放課後等デ

イサービスの支援内容等について、適切に情報提供する

ことが必要である。 

第５章 関係機関との連携 

障害のあるこどもの発達支援は、こども本人を支援の輪の中心

として考え、様々な関係者や関係機関が関与して行われる必要が

あり、これらの関係者や関係機関は連携を密にし、適切に情報を

共有することにより、障害のあるこどもに対する理解を深めるこ

とが必要である。 

このため、事業所は、日頃から、市町村の障害児支援担当部局、

児童福祉担当部局、教育委員会、こども家庭センター、保健所・保

健センター、病院・診療所、訪問看護ステーション、障害児相談支

援事業所、保育所、認定こども園、幼稚園、小学校、中学校、特別

支援学校（小学部、中学部及び高等部）等、放課後児童クラブや児

童館など地域におけるこどもの放課後等の居場所、児童委員や主

任児童委員等の地域の関係機関や障害当事者団体を含む関係者、

広域的に支援を行っている児童相談所、児童家庭支援センター、

発達障害者支援センター、医療的ケア児支援センター、里親支援

センター等の関係機関との連携を図り、放課後等デイサービスが

必要なこどもが、円滑に支援の利用に繋がるようにするとともに、

こどもの支援が、こどもが通う学校や放課後児童クラブ等に適切

に共有され、連携して行われていくことが必要である。また、セル

フプランにより複数の事業所を利用するこどもについては、適切

な障害児支援の利用の観点から、利用する全ての事業所間におい

て、こどもの状態や支援状況の共有等を行うなど、特に連携を図

ることが重要である。 
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さらに、こども本人を中心に考える支援の輪の中において、事

業所に期待される役割を認識し、こどもに対し適切な支援を提供

することが必要である。 

加えて、障害のあるこどもが健全に発達していくためには、地

域社会とのふれあいが必要であり、そうした観点からは事業所が

地域社会から信頼を得ることが重要であるが、そのためには、地

域社会に対して、放課後等デイサービスに関する情報発信を積極

的に行うなど、地域に開かれた事業運営を心がけることが求めら

れる。 

１．市町村との連携 

○支援の必要なこどもと家族を地域全体で支えていくために

は、地域のニーズや資源等を把握し、地域全体の支援の体制

整備を行う市町村と連携していくことが必要である。障害児

支援担当部局、母子保健やこども・子育て支援、社会的養護等

の児童福祉担当部局、教育委員会など、こどもと家族に関わ

る部局は様々であり、こどもと家族を中心として包括的に支

援を行っていく観点からも、しっかりと連携体制を構築して

いくことが重要である。 

２．医療機関との連携 

○こどもの事故やけが、健康状態の急変が生じた場合に備え、

近隣の協力医療機関をあらかじめ定めておく必要がある。協

力医療機関は、緊急時の対応が生じた場合に相談をすること

が想定されることから、できるだけ近い場所であることや、

事業所の作成する緊急時の対応マニュアルを、事前に協力医

療機関や保護者と共有しておくことが望ましい。特に、医療

的ケアが必要なこどもや重症心身障害のあるこどもは、事前

に協力医療機関を受診し、医師にこどもの状態について理解

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○健康状態の急変にも備え、こどもの主治医等の情報収集や対応方

法について、マニュアルなどの整備をすること。 

 

○こどもの主治医や投薬に関する指示などの医療情報は、必ず保護

者と共有をすること。 

 

○医療的ケアが必要なこどもを受け入れる場合は、適切に医療的ケ

ア等を実施するため、保護者の同意のもと、必要に応じて、管理
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しておいてもらうことも必要である。 

○こどもが服薬をしている場合には、保護者と連携を図りなが

ら、必要に応じて、こどもの主治医等と情報共有を行うこと

が重要である。 

○医療的ケアが必要なこどもを受け入れる場合は、こどもの状

態や障害の特性に応じた支援や医療的ケアを提供するため、

こどもの主治医等との連携体制を整えておくことに加え、医

療的ケア児支援センターや医療的ケア児等コーディネーター

等とのネットワークを構築していくことが重要である。 

○人工内耳を装用しているこどもを受け入れる場合は、こども

の状態や障害の特性に応じた適切な支援を提供するため、こ

どもの主治医等との連携体制を整えておくことが重要であ

る。 

３．学校等との連携 

○こどもに必要な支援を提供するに当たっては、事業所・学校

等・家庭の三者の共通理解の下で、役割分担を明確にし、連携

を図りながら進めていくことが必要である。このため、あら

かじめ保護者の同意を得た上で、学校等から個別の教育支援

計画をはじめとした支援内容の情報提供を受けるとともに、

事業所からも放課後等デイサービス計画をはじめとした支援

内容の情報を提供するなど、積極的に連携を図ることが必要

である。この際、学校等と事業所それぞれの年間計画や行事

予定等の交換を行うとともに、学校等の下校時刻の確認など

も併せて行う必要がある。 

○特に学校等の授業終了後の迎えに当たっては、他の事業所の

車両の運行も想定されることから、事故等が発生しないよう

細心の注意を払う必要がある。安全かつ確実にこどもの送迎

者、児童発達支援管理責任者、看護職員等が、医師による指示書の

内容や緊急時の対処法等を確認すること。医療的ケア児等の体調

の急変や緊急時の場合に備えて、速やかに主治医医療機関と連絡

できるよう協力体制を整えること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○学校との連携は必須である。教育と福祉という両輪で支援するた

めには、保護者の同意を得た上で、学校における個別の教育支援

計画等と連動する個別支援計画を作成することが必要である。な

お、学校の窓口は担任教師、特別支援教育コーディネーター、児童

指導支援専任等あげられるが、学校により異なるため、事前に確

認をすること。 

 

○学校との関係では、特に送迎時にトラブルが発生しやすい。送迎

時の対応については、事前に保護者及び各学校と調整すること。

学校に十分な説明をしない場合、こどもの安全への配慮から、学

校からの送迎が全面的に禁止となる等もある。その際、学校によ

る個々の状況を鑑みて調整を行う必要がある。送迎時の対応につ

いては、特に以下の点については徹底すること。 
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を行うため、管理者や児童発達支援管理責任者は、送迎時の

対応、トラブルや事故が発生した場合の連絡体制や対応マニ

ュアル等について、学校等と事前に共有・調整し、送迎を担当

する職員を含め事業所内で周知徹底しておくことが必要であ

る。 

○通常学級から特別支援学級への変更や、特別支援学級から特

別支援学校への変更など、こどもの学校における所属先の変

更が必要と考えられる場合には、事業所・学校等・家庭の三者

で密に連携を図り、こどもの意思を確認しながら対応を検討

することが必要である。 

○教育と福祉の一層の連携については、「地域における教育と福

祉の一層の連携等の推進について」（令和６年４月 25 日こど

も家庭庁・文部科学省・厚生労働省課長通知）を参照するこ

と。 

４．放課後児童クラブや児童館等との連携 

○こどもが放課後等デイサービス事業所から放課後児童クラブ

等に移行する際には、こどもの状況や意向を丁寧に把握した

上で、円滑な移行に向けて連携を図る必要がある。その際、こ

どもの発達支援の連続性を図るため、保護者の同意を得た上

で、放課後等デイサービス計画等を含め、こども本人の発達

の状況や障害の特性、事業所で行ってきた支援内容等につい

て情報を共有しながら相互理解を図り、円滑に支援が引き継

がれるようにするとともに、移行後のフォローアップを行う

ことが必要である。 

また、この際は、引継ぎを中心とした会議において、障害児

相談支援事業所と連携することが重要である。さらに、放課

後児童クラブ等の職員が障害のあるこどもへの対応に不安を

＜学校との連携＞ 

・連絡体制の確立 

・身分証の携帯（「顔写真付社員証」等） 

・学校の周辺環境への配慮（長時間の路上駐車、無断駐車、騒音

等） 

・下校時の事故等への配慮（従業員の複数体制、車中にこどもを

置き去りにする等） 

・事業所を利用しているこども以外も含めた安全への配慮 

・はまっ子ふれあいスクール、放課後キッズクラブへ迎えに行

く場合の届出 

※安全に配慮した送迎体制については、P85～86 を参照すること 
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抱える場合等については、保育所等訪問支援や地域障害児支

援体制強化事業、障害児等療育支援事業等の積極的な活用を

勧めることにより、適切な支援につなげていくことが重要で

ある。 

なお、こどもが放課後児童クラブ等から放課後等デイサー

ビス事業所に移行する際も同様に、円滑に支援が引き継がれ

るよう、連携を図ることが必要である。 

○こどもが放課後等デイサービスと放課後児童クラブ等の併行

利用をしている場合は、当該放課後児童クラブ等と支援内容

等を共有するなど連携して支援に当たるとともに、必要に応

じて当該放課後児童クラブ等における障害のあるこどもへの

支援をバックアップしていくことが重要である。 

○障害のあるこどもが、地域の中で様々な遊びや体験の機会等を

通じて、可能な限り地域の他のこどもと共に過ごす機会を得ら

れるよう、地域の放課後児童クラブや放課後子供教室、児童館

等と連携し、そこで過ごす他のこどもとの交流を図ることや、

他のこどもと共に参加できるような活動を企画することが期待

される。 

５．他の放課後等デイサービス事業所との連携 

○発達支援上の必要性により、複数の放課後等デイサービス事

業所を併せて利用するこどもについては、こどもの状態像や

必要な支援の見立てについて共通認識を持つとともに、支援

内容を相互に理解しておくため、保護者の同意を得た上で、

他の事業所との間で、こどもの日常生活動作の状況や留意事

項、相互の支援内容や放課後等デイサービス計画の内容等に

ついて情報共有を図ることが必要である。特に、セルフプラ

ンの場合には、事業所間の連携及び情報共有をより図ってい

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○他の事業所との連携は必須である。特に、他の放課後等デイサー

ビスを併用しているこどもについては、保護者の同意を得た上で、

支援の情報共有をし、可能な限り、合同カンファレンス等の機会

を設けること。また、支援技術の向上のために、事業所運営につい

ての情報交換を行うことも望ましい。 
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くことが重要である。 

６．児童発達支援センターとの連携 

○様々なこどもや家族を地域で支えていくためには、地域の児

童発達支援センターや放課後等デイサービス事業所が、障害

種別や障害の特性の理解、障害種別や障害の特性に応じた活

動や支援方法、支援における成功事例や困難事例等について、

合同で研修を行うことやそれぞれから助言をしあうことなど

により、連携を図りながら適切な支援を行っていく必要があ

る。 

○児童発達支援センターは、地域における障害児支援の連携・

ネットワークの核として、自治体や地域の事業所と積極的に

連携を図りながら、地域の事業所へのスーパーバイズやコン

サルテーションの実施、研修や事例検討会の開催等を行う役

割を担っており、放課後等デイサービス事業所においても、

児童発達支援センターが開催する研修会に参加するなど、日

常的な連携体制を構築することが重要である。 

○また、障害の特性を踏まえて、発達障害者支援センター、医療

的ケア児支援センター、医療機関等の専門性を有する専門機

関や地域のセーフティーネット機能である障害児入所施設と

連携し、助言や研修等を受けることや、特定の分野に強みを

有する事業所と連携して支援を進めることも必要である。 

７．ライフステージに応じた関係機関との連携 

○こどもが就学に伴い放課後等デイサービスの利用を開始する

場合には、こどもの発達支援の連続性を図るため、保護者の

同意を得た上で、就学前に利用していた保育所、幼稚園、認定

こども園、児童発達支援センター、児童発達支援事業所等と

連携し、こども本人の発達の状況や障害の特性、これまで行
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ってきた支援内容等について情報を共有しながら相互理解を

図り、円滑に支援を引き継ぐことができるようにすることが

必要である。 

○こどもが就職する場合や他の障害福祉サービス事業所等を利

用する場合には、保護者の同意を得た上で、放課後等デイサ

ービス事業所で提供していた支援内容等について、就職先や

新たに利用する障害福祉サービス事業所等に情報共有を行う

など、積極的に連携を図ることが重要である。 

８．こども家庭センターや児童相談所との連携 

○特に支援を要する家庭（不適切な養育や虐待の疑い等）のこ

どもに対して支援を行うに当たっては、日頃から、こどもの

心身の状態、家庭での養育の状況等についての把握に努める

とともに、障害児施策だけで完結するのではなく、障害福祉

施策、母子保健施策、子ども・子育て支援施策、社会的養護施

策等の関係機関と連携し、課題に対応していく視点が必要で

ある。特に、思春期のこどもは、様々な葛藤を抱えたり、家

族・友人との関係などに悩んだり、メンタルヘルスの課題も

顕在化してくるなど、支援の必要性が高まる場合も多いこと

から、こどもや家庭に関わる関係機関とより緊密に連携をと

って対応していくことが重要である。 

○虐待が疑われる場合には、速やかに事業所内で情報共有を行

うとともに、市町村が設置する要保護児童対策地域協議会等

を活用しながら、児童相談所やこども家庭センター、児童家

庭支援センター、市町村の児童虐待防止窓口、保健所等の関

係機関と連携して対応を図る必要がある。 

○こども家庭センターによる支援が必要な場合や既に支援が行

われている場合には、こどもや家族への支援が切れ目なく包
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括的に行われるよう、こども家庭センターと連携を図ってい

くことが必要である。 

○事業所を利用するこどものきょうだいが、家族の介護その他

の日常生活上の世話を過度に行っている状況にあるなど、ヤ

ングケアラーであると疑われる場合においても、速やかに事

業所内で情報共有を行うとともに、こども家庭センターをは

じめとした関係機関と連携して、その家庭が必要とする支援

につなげていくことが重要である。そのためには、各自治体

のヤングケアラー担当部署等が実施する関係機関職員研修へ

の参加等により、ヤングケアラーについて正しい理解を持つ

必要がある。 

９．（自立支援）協議会等への参加や地域との連携 

○事業所は、（自立支援）協議会こども部会や地域の子ども・子

育て会議、要保護児童対策地域協議会等へ積極的に参加する

こと等により、関係機関・団体等と連携して、地域支援体制を

構築していく必要がある。 

○日頃から地域の行事や活動に参加できる環境をつくるため、

自治会や地域の会合に参加することや、地域のボランティア

組織と連携を密にすること等の対応が必要である。また、地

域住民との交流活動や地域住民も参加できる行事の開催な

ど、地域との関わりの機会を確保することも重要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○事業所を設置した地域で、障害児支援の理解を広める役割を担っ

ていることを認識し、地域との交流を図ること。 

 

○各区の状況にあわせ、自立支援協議会への参加を検討すること。 

 

○障害のあるこどもが地域で理解され、健全に発達していくために、

地域から信頼されるよう、情報発信を心がけること。 

 

 

第６章 放課後等デイサービスの提供体制 

１．定員 

設置者・管理者は、設備、職員等の状況を総合的に勘案し、適

切な支援の環境と内容を確保するとともに、障害のあるこども

の情緒面への配慮や安全性の確保の観点から、適切な利用定員

を定めることが必要である。 
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２．職員配置及び職員の役割 

（１）適切な職員配置 

○放課後等デイサービス事業所においては、管理者、児童発

達支援管理責任者、児童指導員又は保育士、機能訓練担当

職員（機能訓練を行う場合）、看護職員（医療的ケアを行う

場合）の配置が必須であり、主に重症心身障害のあるこど

もに対して支援を行う場合は、管理者、児童発達支援管理

責任者、児童指導員又は保育士に加え、嘱託医、看護師、機

能訓練担当職員の配置を行い、医療的ケア等の体制を整え

る必要がある。 

○常時見守りが必要なこどもや医療的ケアが必要なこども、

重症心身障害のあるこども等への支援のために、児童指導

員又は保育士、看護職員について、人員配置基準を上回っ

て配置することも考慮する必要がある。 

○児童発達支援管理責任者が個々のこどもについて作成する

放課後等デイサービス計画に基づき、適切な知識と技術を

もって活動等が行われるよう、支援に当たる職員を統括す

る指導的役割の職員の配置など、支援の質の確保の視点か

ら、適切な職員配置に留意する必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

（２）設置者・管理者の責務 

 

 

○設置者・管理者は、運営状況の全体を把握し、事業を円滑にすすめ

る役割がある。関係機関との連携、人材育成、適切な人員配置、自

己評価および外部評価などにも配慮し、事業を運営すること。 

 

○管理者および児童発達管理責任者は、その業務内容の重要性から

専任業務とすることが望ましい。 

＜管理者＞ 

利用者からみれば、最も専門的な知識を持ち、組織全体を理解

しているとみられることを十分に想定し、福祉現場に精通した

人材を配置することとし、児童指導員等直接支援者との兼務は

望ましくない。 

＜児童発達管理責任者＞ 

資格要件を満たしているだけではなく、障害児の支援および個

別計画の作成に精通し得る経験と実績があるかどうかを踏まえ

て配置すること。 

 

○指定基準の人員配置は、最低基準であり、適切な運営は困難であ

ると考える。 

 

○こどもの状況、従業員の技能を踏まえて安全な支援が提供できる

よう定員の設定、人員配置を行うこと。必要に応じて、定員数に基

づく人員基準以上に人員を配置することを検討すること。 
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○設置者・管理者は、放課後等デイサービスの役割や社会的

責任を遂行するために、法令等を遵守し、設置者・管理者と

しての専門性等の向上を図るとともに、放課後等デイサー

ビスの質及び職員の資質向上のために必要な環境の確保を

図らなければならない。 

○設置者・管理者は、事業所が適切な支援を安定的に提供す

ることにより、障害のあるこどもの発達に貢献するととも

に、こどもや家族の満足感、安心感を高めるために、組織運

営管理を適切に行わなければならない。 

○設置者・管理者は、各職員が目指すキャリアパスに応じた

研修等に参加することができるよう、職員の勤務体制等を

工夫し、職員一人一人の資質及び専門性の向上の促進を図

らなければならない。 

○設置者・管理者は、職員一人一人の倫理観及び人間性を把

握し、職員としての適性を的確に判断するとともに、職員

がキャリアパスに応じた研修等に参加することができるよ

う職員の勤務体制等を工夫し、職員一人一人の資質及び専

門性の向上の促進を図らなければならない。 

○設置者・管理者は、質の高い支援を確保する観点から、職員

が心身ともに健康で意欲的に支援を提供できるよう、労働

環境の整備を図る必要がある。 

 

 

 

 

 

 

○設置者・管理者は、直接こどもの支援にはあたらなくても、こども

の支援に関する知識の取得には特に意欲的でなくてはならない。

これは、現場で働く従業員の質の確保・意欲喚起のために、必須で

ある。事業運営を事業現場に任せきりにすることなく、協同して

質の改善に取り組むこと。 

 

○直接支援に関わらない設置者自らが事業内容について深く学ぶこ

とが、適切な支援の提供のために必要である。設置者に事業への

理解がないと、適切な人員配置など事業に必要な運営が保たれな

いこととなる。 

 

○設置者は、定期的に事業所の様子を見に行く、現場の従業員の意

見をきく機会を設けるなど、運営理念の実現に向けた取り組みを

すること 

 

○放課後等デイサービスは、外部機関との連携が欠かせないサービ

スである。具体的には、 

・学校、区役所、地域活動ホーム等が主催する合同カンファレンス

へ参加する 

・必要があれば自ら主体的にカンファレンスを開催する 

など、積極的な連携をすること。 

設置者・管理者は、児童発達支援管理責任者を中心とした従業員

が外部機関との連携に必ず参加できる人員体制を整える必要があ

る。 

 

○長期的な運営が求められる事業であることを意識し、人材育成を

含め、ゆとりある人員配置ができるように努める必要がある。 
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（３）設置者・管理者による組織運営管理 

設置者・管理者は、事業所の運営方針や支援プログラム、

放課後等デイサービス計画、日々の活動に関するタイムテ

ーブルや活動プログラムについて、児童発達支援管理責任

者及び職員の積極的な関与のもとでＰＤＣＡサイクルを繰

り返し、事業所が一体となって不断に支援の質の向上を図

ることが重要である。 

また、設置者・管理者は、ＰＤＣＡサイクルを繰り返すこ

とによって、継続的に事業運営を改善する意識を持って、

児童発達支援管理責任者及び職員の管理及び事業の実施状

況の把握その他の管理を行わなければならない。 

 

 

 

 

 

 

①運営規程の設定・見直しと職員への徹底 

○設置者・管理者は、事業所ごとに、運営規程を定めておく

とともに、児童発達支援管理責任者及び職員に運営規程

を遵守させなければならない。運営規程には以下の重要

事項は必ず定めておく必要がある。 

【運営規程の重要事項】 

・事業の目的及び運営の方針 

・従業者の職種、職員数及び職務の内容 

 

○送迎時における人員体制の留意点については P85～86 を参照する

こと 

 

○管理者、児童発達支援管理責任者を含め、従業員が短期間で替わ

ることは、こどもや保護者との信頼関係を損ね、事業所への不信

感にもつながる。採用時には、業務内容について詳細な説明を行

い、適性を判断して採用し、採用後は年単位で継続的に仕事に従

事できるよう配慮をすること。やむを得ず体制の変更があった場

合は、こどもと保護者へ丁寧な説明をするとともに、緊急やむを

得ない場合を除き、丁寧な業務引継ぎを行うこと。 

 

○ＰＤＣＡサイクルを適切に実践するには、全ての従業員が意見交

換できる場を定期的に設けることが必須である。（管理者、児童発

達支援管理責任者だけではなく、それ以外の児童指導員等、ドラ

イバー、非常勤アルバイトやボランティアを含める） 

 

○管理者は、支援現場の現状、考えを取りまとめ、改善に向けた取り

組みをすること。また、すべての従業員が意見を交換できる仕組

みをつくる努力をすること 

 

○運営規程は、ひな形どおりに作成するだけで済ませないこと。事

業所運営の基本であるため、他事業所が作成した運営規程を転用

せず、独自に熟考して作成すること。また、事業開始時に作って終

わりではなく、運営の基本として絶えず立ち戻り、必要に応じて

改定していくものである。 
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・営業日及び営業時間 

・利用定員 

・放課後等デイサービスの内容並びに保護者から受領す

る費用の種類及びその額 

・通常の事業の実施地域 

・支援の利用に当たっての留意事項 

・緊急時等における対応方法 

・非常災害対策 

・事業の主たる対象とする障害の種類を定めた場合には

当該障害の種類 

・虐待の防止のための措置に関する事項 

・その他運営に関する重要事項 

○事業の目的及び運営方針は、本ガイドラインに記載され

ている放課後等デイサービスの役割や放課後等デイサー

ビスの提供すべき内容、地域でのこどもや家族の置かれ

た状況、放課後等デイサービスが公費により運営される

事業であること等を踏まえ、適切に設定する。 

○事業の目的及び運営方針の設定や見直しに当たっては、

児童発達支援管理責任者及び職員が積極的に関与できる

ように配慮する。 

○児童発達支援管理責任者及び職員の採用に当たっては、

事業所の目的及び運営方針をはじめとした運営規程の内

容を丁寧に説明するとともに、採用後も様々な機会を通

じて繰り返しその徹底を図ることが重要である。 

②複数のサイクル（年・月等）での目標設定と振り返り 

○ＰＤＣＡサイクルにより不断に業務改善を進めるために

は、児童発達支援管理責任者及び職員が参画して、複数
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のサイクル（年間のほか月間等）で事業所としての業務

改善の目標設定とその振り返りを行うことが必要であ

る。 

③自己評価結果の公表・活用 

○運営基準において定められている自己評価については、

別添２の「障害児通所支援事業所における事業所全体の

自己評価の流れ」を参考に、以下の項目について、「従業

者向け放課後等デイサービス評価表」（別紙１）を活用し

た事業所の職員による事業所の支援の評価（以下「従業

者評価」という。）及び「保護者向け放課後等デイサービ

ス評価表」（別紙２）を活用した保護者による事業所評価

（以下「保護者評価」）を踏まえ、全職員による共通理解

の下で、事業所全体として行う必要がある。 

【評価項目】 

・こども及び保護者の意向、こどもの適性、障害の特性そ

の他の事情を踏まえた支援を提供するための体制の整

備の状況 

・従業者の勤務の体制及び資質の向上のための取組の状

況 

・設備及び備品等の状況 

・関係機関及び地域との連携、交流等の取組の状況 

・こども及び保護者に対する必要な情報の提供、助言そ

の他の援助の実施状況 

・緊急時等における対応方法及び非常災害対策 

・業務の改善を図るための措置の実施状況 

○事業所は、従業者評価及び保護者評価を踏まえた事業所

全体としての自己評価の結果、さらに強化・充実を図る

 

 

 

 

○事業所は左記、「従業者向け放課後等デイサービス評価表」（別紙

１）及び「保護者向け放課後等デイサービス評価表」（別紙２）又

は「事業者向け放課後等デイサービス自己評価表」及び「保護者等

向け放課後等デイサービス評価表」を用いた自己評価及び保護者

評価を、年１回以上行い、その結果を事業所運営の改善に活用す

ること。ただし、大きな改善を行う場合等、複数年次にわたること

を妨げない。 

 

○結果分析と改善結果は、こどもおよび保護者に必ず公表すること。

また、ホームページなどを活用し、一般にも周知を図ること。 

 

◯保護者評価の実施にあたっては、より公正な評価となるよう匿名

性に配慮すること。 
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べき点（事業所の強み）や、課題や改善すべき点（事業所

の弱み）を職員全員の共通理解の下で分析し、課題や改

善すべき点と考えられる事項について、速やかにその改

善を図る必要がある。 

○事業所の自己評価の結果及び保護者評価の結果並びにこ

れらの評価を受けて行った改善の内容については、「事業

所における自己評価総括表（公表）」（別紙３）及び「保護

者からの事業所評価の集計結果（公表）」（別紙４）を含む

「事業所における自己評価結果（公表）」（別紙５）を用い

て、概ね１年に１回以上、保護者に示すとともに、広く地

域に向けて、インターネットのホームページや会報等で

公表しなければならない。保護者に示す方法としては、

園だよりなど事業所で発行している通信に掲載したり、

こどもの送迎時などの際に保護者の目につきやすい場所

に掲示したりする方法が考えられる。 

○事業所は、自己評価の結果及び保護者評価の結果並びに

これらの評価を受けて明らかになった事業所の強みや弱

みを踏まえ、全職員が一体となって、日々の支援の中で、

さらなる支援の充実や改善に向けて取組を進めていく必

要がある。 

○また、この事業所による自己評価のほか、可能な限り、第

三者による外部評価を導入して、事業運営の一層の改善

を図ることが必要である。 

④支援プログラムの作成・公表 

○総合的な支援の推進と事業所が提供する支援の見える化

を図るため、５領域（｢健康・生活｣、｢運動・感覚｣、｢認

知・行動｣、｢言語・コミュニケーション｣、｢人間関係・社
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会性｣）との関連性を明確にした事業所における支援の実

施に関する計画（支援プログラム）を作成する必要があ

る。支援プログラムの作成に当たっては、別添３の「児童

発達支援等における支援プログラムの作成及び公表の手

引き」を参考にすること。 

○作成された支援プログラムについては、事業所の職員に

対し理解を促し、これに基づき適切な支援の提供を進め

ていくとともに、利用者や保護者等に向けて、重要事項

説明書や個別支援計画等の説明時に併せて丁寧に説明

し、インターネットのホームページや会報等で公表して

いくことが求められる。支援プログラムの公表について

は、令和６年度中は努力義務とされているが、総合的な

支援の推進と支援の見える化を進める観点から、取組を

進めることが望ましい。なお、支援プログラムの内容に

変更があった場合は、速やかに変更後の支援プログラム

を公表することが望ましい。 

⑤都道府県等への事業所の情報の報告 

○こどもの個々のニーズに応じた質の高い支援の選択や、

事業所が提供する支援の質の向上に資することを目的と

して、障害福祉サービス等情報公表制度の仕組みがあり、

事業所は、都道府県等に対し、事業所の情報（所在地や

従業員数、営業時間や支援内容等）を報告する必要があ

る。 

⑥職場内のコミュニケーションの活性化等 

○ＰＤＣＡサイクルによる業務改善が適切に効果を上げる

には、現状の適切な認識・把握と、事業所における職員間

の意思の疎通・情報共有が重要である。 
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○支援の提供に関する日々の記録については、支援の質の

向上の観点から、児童発達支援管理責任者が把握する以

外に、職員同士で情報共有を図ることも有用である。職

場での何でも言える雰囲気作りや職員同士のコミュニケ

ーションの活性化も設置者・管理者の重要な役割である。 

○設置者・管理者は、放課後等デイサービス計画の作成・モ

ニタリング・変更の結果について、児童発達支援管理責

任者から報告を受けるなど、児童発達支援管理責任者や

職員の業務の管理及び必要な指揮命令を行う。 

○支援内容の共有や職員同士のコミュニケーションの活性

化が、事業所内における虐待の防止や保護者による虐待

の早期発見に繋がるものであることも認識しておくとと

もに、設置者・管理者も、職員による適切な支援が提供さ

れているか、日々把握しておく必要がある。 

⑦こどもや保護者の意向等の把握 

○ＰＤＣＡサイクルによる業務改善を進める上では、事業

所による従業者評価及び保護者評価を踏まえた自己評価

だけでなく、アンケート調査等を実施して、支援を利用

するこどもや保護者の意向や満足度を把握することも必

要である。 

○特にこどもや保護者の意向等を踏まえて行うこととした

業務改善の取組については、こども及び保護者に周知し

ていくことが必要である。 

⑧支援の継続性 

○放課後等デイサービスは、こどもや家族への支援の継続

性の観点から継続的・安定的に運営することが必要であ

る。やむを得ず事業を廃止し又は休止しようとする時は、

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○支援の継続性とは、事業所が継続して運営するだけではなく、管

理者や児童発達支援管理責任者をはじめすべての指導員が継続的

にこどもの支援にあたることを意味する。 
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その一月前までに都道府県知事等に届け出なければなら

ない。この場合、こどもや保護者に事業の廃止又は休止

しようとする理由を丁寧に説明するとともに、他の事業

所を紹介するなど、こどもや家族への影響が最小限に抑

えられるように対応することが必要である。 

３．施設及び設備等 

○事業所は、放課後等デイサービスを提供するための設備及び

備品を適切に備えた場所である必要がある。設置者・管理者

は、様々な障害のあるこどもが安全に安心して過ごすことが

できるようバリアフリー化や情報伝達への配慮等、個々のこ

どもの障害の特性に応じた工夫が必要である。 

 

○発達支援室については、床面積の基準は定められていないが、

児童発達支援センターの場合は、こども一人当たり２．４７

㎡の床面積が求められていることを参考としつつ、適切なス

ペースの確保に努めることが必要である。 

 

○こどもが生活する空間については、発達支援室のほか、おや

つや学校休業日に昼食がとれる空間、静かな遊びのできる空

間、雨天等に遊びができる空間、こどもが体調の悪い時等に

休息できる静養空間、年齢に応じて更衣のできる空間等を工

夫して確保することが必要である。 

また、遊具や室内のレイアウト・装飾にも心を配り、こども

が心地よく過ごせるように工夫することが必要である。 

○屋外遊びを豊かにするため、屋外遊技場の設置や、学校と連

携して校庭等を利用したり、近隣の児童遊園・公園等を有効

に活用したりすることが必要である。 

 

 

 

 

 

 

○こどもの安全上および健やかな発達上の理由から、以下の物件で

は開設しないことが望ましい。 

・地下および窓がない物件 

・５階以上の高層階物件 

・非常時に２方向避難ができない物件 

・ビル共用トイレの物件 

・「風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律」の対象と

なる風俗店から半径 200 メートル以内の物件 

・旧耐震基準（1981 年５月以前）の建物 

・アスベストが使われている、アスベストによる暴露のある建物 

・消防法に適合しない建物 

・その他、こどもの発達支援にふさわしくない環境 

 

○発達支援室１室において、最低でも１人当たり３㎡以上の床面積

を備えることが望ましい。ただし、これは 10 人のこどもを受け入

れる場合に、30 ㎡の発達支援室があればいいということではない。

こどもの年齢層や、その成長に合わせた配慮も求められる。動き

の激しいこどもが複数いる場合も、それ以上の配慮は必須である。 

 

○さまざまな状況を想定した部屋割りを検討する必要がある。静養

室・面談室・更衣スペースは必須と考える。特に、パニック時等の
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○備品については、障害種別、障害の特性及び発達状況に応じ

て備えることが必要である。 

４．衛生管理、安全管理対策 

設置者・管理者は、障害のあるこどもや保護者が安心して放

課後等デイサービスを受け続けられるようにするため、こども

の健康状態の急変や感染症の発生、非常災害や犯罪、事故の発

生などに対応するマニュアルの策定やその発生を想定した訓

練、関係機関・団体との連携等により、事業所を運営する中で想

定される様々なリスクに対し、日頃から十分に備えることが必

要である。 

重大事故が発生しやすい場面ごとの注意事項や、事故が発生

した場合の具体的な対応方法等については、追って示す「障害

児支援の安全管理に関するガイドライン」や、「教育・保育施設

等における事故防止及び事故発生時の対応のためのガイドライ

ン」を参照すること。 

（１）衛生管理・健康管理 

設置者・管理者は、感染症の予防や健康維持のために、職

員に対し常に清潔を心がけさせ、手洗い、手指消毒の励行、

換気等の衛生管理を徹底することが必要である。事業所に

おける感染症対策については、「障害福祉サービス施設・事

業所職員のための感染対策マニュアル」を参考にすること。 

①感染症及び食中毒 

○設置者・管理者は、運営基準により、事業所における感染

症や食中毒の予防・まん延の防止のため、対策を検討す

る委員会の定期的な開催や、指針の整備、研修や訓練の

定期的な実施が求められている。これらの実施に当たっ

ては、「障害福祉サービス事業所等における感染対策指針

対応、個人情報を守るためにスペースではなく個室があることが

望ましい。 

 

○サービス提供時間中に、災害や事件、事故等が発生することを想

定し、あらゆるリスクごとのマニュアルを整備すること。具体的

には、以下が想定される。 

・地震、火災、水害 

・救急対応 

・感染症予防／感染症発生時の対応（インフルエンザ、ノロウイル

ス、その他） 

・アレルギー対応（こどもごとに必要） 

・送迎 

・外出時の交通事故 

・防犯対策 

・個人情報保護 

 

○衛生管理に際し、感染症ごとの予防マニュアルおよび起こった場

合のマニュアルの整備が必要である。具体的には、 

・インフルエンザ 

・ノロウイルス 

・食中毒 

・アレルギー対策 等があげられる 

 

○感染症（インフルエンザ等）による学級閉鎖等、学校の情報を常に

入手し、連携をすること。各種感染症は、こどもだけではなく、従

業員が感染した場合の対処方法も明確にすること。 
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作成の手引き」を参考にすること。 

○設置者・管理者は、感染症の発生状況について情報を収

集し、予防に努める必要がある。感染症の発生や疑いが

ある場合は、必要に応じて、市町村、保健所等に連絡を

し、必要な措置を講じて二次感染を防ぐことが重要であ

る。 

○設置者・管理者は、活動や行事等で食品を提供する場合

は、衛生管理を徹底し、食中毒の発生を防止する必要が

ある。 

○設置者・管理者は、市町村や保健所等との連携のもと、感

染症又は食中毒が発生した場合の対応や、排泄物又は嘔

吐物等に関する処理方法についての対応マニュアルを策

定し、職員に周知徹底を図るとともに、マニュアルに沿

って対応できるようにすることが必要である。 

○設置者・管理者は、こどもの健康状態の把握及び感染症

発生の早期発見のために、こどもの来所時の健康チェッ

ク及び保護者との情報共有の体制を構築しておくことが

必要である。また、感染症の発生動向に注意を払い、イン

フルエンザやノロウイルス等の感染症の流行時には、こ

どもの来所時の健康チェック及び保護者との情報共有体

制を強化する必要がある。さらに、新型コロナウイルス

やインフルエンザ、ノロウイルス等の感染症により集団

感染の恐れがある場合は、こどもの安全確保のために、

状況に応じて休所とする等の適切な対応を行うともに、

保護者や関係機関・団体との連絡体制を構築しておく必

要がある。 

○また、感染症が発生した場合であっても、重要な事業を

○事業所で被害が拡大した（複数の感染者が出た等）場合は、横浜市

こども青少年局障害児福祉保健課への連絡だけでなく、各区福祉

保健課へ連絡し、感染症発生時の指導を求める。 

 

○感染症（インフルエンザ等）により学校が休校となった際の、学校

や保護者との連絡体制を整備しておくこと。 
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継続又は早期に業務再開を図るため、事業継続計画（Ｂ

ＣＰ）を策定するとともに、ＢＣＰに従い、職員に対して

必要な研修及び訓練（シミュレーション）を実施するこ

とが必要である。特に、新興感染症の場合は、インフルエ

ンザやノロウイルス等の感染症と異なる対応も想定され

ることを念頭に置きながら、ＢＣＰの策定や研修及び訓

練（シミュレーション）を実施することが必要である。Ｂ

ＣＰの策定に当たっては、「障害福祉サービス事業所等に

おける新型コロナウイルス感染症発生時の業務継続ガイ

ドライン」を参考にすること。 

②アレルギー対策 

○設置者・管理者は、食物アレルギーのあるこどもについ

て、医師の指示書に基づき、食事やおやつを提供する際

に、除去食や制限食で対応できる体制を整えるとともに、

保護者と協力して適切な配慮に努めることが必要であ

る。 

○設置者・管理者は、事業所で飲食を伴う活動を実施する

際は、事前に提供する内容について具体的に示した上で

周知を行い、誤飲事故や食物アレルギーの発生予防に努

める必要がある。特に、食物アレルギーについては、こど

もの命に関わる重大な事故を起こす可能性もあるため、

危機管理の一環として対応する必要がある。そのため、

保護者と留意事項や緊急時の対応等（「エピペン®」の使

用や消防署への緊急時登録の有無等）についてよく相談

し、職員全員が同様の注意や配慮ができるようにしてお

くことが重要である。 

③その他 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○アレルギー対応が必要なこどもについては、おやつ提供、食事提

供時にも細心の注意を払うこと。こどもが、自身のアレルギーに

ついて理解ができていないこともあるため、おやつ等の提供の際

には、おやつの準備をする場面をこどもに見せないようにする等

工夫が必要である。なお、毎年情報を更新するなどの対応を取る

ことも重要である。 

 

○アナフィラキシーショック等の場合は、救急搬送となる。医療機

関との連絡体制も構築しておく必要がある。その際、横浜市こど

も青少年局障害児福祉保健課への連絡は必ず行うこと。 
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○職員は、事前に、服薬や予防接種、てんかん発作等のこど

もの状況を確認しておくとともに、こどもの健康管理に

必要となる器械・器具の管理等を適正に行う必要がある。 

○設置者・管理者は、重症心身障害のあるこどもなど、全身

性障害があるこどもについては、常に骨折が起こりやす

いことを念頭におき、適切な介助が行える体制を整える

とともに、誤嚥性肺炎を起こさないよう、摂食時の姿勢

や車椅子の角度等の調整、本人の咀嚼・嚥下機能に応じ

た適切な食事の介助を計画的・組織的に行えるようにす

ることが必要である。 

（２）非常災害対策・防犯対策 

○設置者・管理者は、運営基準により、非常災害に備えて消

火設備等の必要な設備を設けるとともに、非常災害に関す

る具体的計画を立て、非常災害時の避難方法や、関係機関・

団体への通報及び連絡体制を明確にし、それらを定期的に

職員や保護者に周知することが求められている。また、設

置者・管理者や職員は、こどもの障害種別や障害の特性に

応じた災害時対応について、日頃から理解しておくことが

重要である。なお、聴こえない又は聴こえにくいこどもや

職員、保護者がいる場合は、併せて、視覚で分かる緊急サ

イレンや合図など、事前に準備しておくことが必要である。 

○設置者・管理者は、運営基準により、非常災害に備え、定

期的に避難、救出その他必要な訓練を行わなければならな

い。訓練を行うに当たっては、地震や火事、風水害など非

常災害の内容を明確にした上で、それぞれの災害に対する

訓練を行うことが重要である。 

○設置者・管理者は、重大な災害の発生や台風の接近等によ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○防災訓練 

想定外の事象への対応にパニック等をおこしやすいことを鑑み

て、繰り返し行うこと。また、曜日ごとに来るこどもが違うため、

訓練は全員が参加できるように行うこと。 

 

○防災訓練は定期的に行うこと。 

 

○訓練を実施した際には、その内容、参加者等を記録すること。 

 

○事業所で被災した時の対応については、必ず保護者に説明をする

こと。 

 

○重大な災害の発生や台風の接近等で、学校が休校や下校時刻を早

める判断をすることもある。学校との連絡体制を構築しておくこ

と。 
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り危険が見込まれる場合には、こどもの安全確保のために、

状況に応じて事業所を休所とする等の適切な対応を行う必

要がある。このため、保護者と連絡体制や引き渡し方法等

を確認しておくとともに、市町村の支援の下、保育所等の

関係機関・団体との連絡体制を構築しておく必要がある。

また、地震や風水害等の緊急事態に対して、重要な事業を

継続又は早期に業務再開を図るための事業継続計画（ＢＣ

Ｐ）を策定するともに、ＢＣＰに従い、職員に対して必要

な研修及び訓練（シミュレーション）を実施することが必

要である。ＢＣＰの策定に当たっては、「障害福祉サービス

事業所等における自然災害発生時の業務継続ガイドライ

ン」を参考にすること。 

○障害のあるこどもについては、個別避難計画の作成が市町

村の努力義務とされており、その作成に当たっては、こど

もの状況等をよく把握する福祉専門職等の関係者の参画が

極めて重要であるとされていることから、保護者のほか、

相談支援事業所や主治医の参画が想定されるため、当該相

談支援事業所等との間で、災害発生時の対応について綿密

に意思疎通を図っておくことが重要であり、設置者・管理

者は、職員に徹底する必要がある。 

○医療的ケアが必要なこどもに関する災害時の対応について

は、事業所の周辺環境から災害リスクを想定し、医療的ケ

アの内容やこどもの特性に応じて適切な災害対応を検討す

る必要があり、対応の検討に当たっては、「保育所における

医療的ケア児の災害時対応ガイドライン」も参考にするこ

と。 

○設置者・管理者は、外部からの不審者の侵入を含め、こど

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○医療的ケアが必要なこどもを受け入れる場合は、避難訓練等にお

いて従業員間で医療的ケア児等を含めた避難経路、避難先等を確

認すること。なお、非常食や医薬品、医療材料の備蓄、医療機器の

バッテリーの確保等について、あらかじめ保護者に確認すること。

また、預かっている器具の定期的なメンテナンスを保護者に依頼

すること。災害時、電話等が不通で連絡がとれない、保護者がすぐ

に迎えに来られない場合等を想定した対応についても、保護者と
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もが犯罪に巻き込まれないよう、事業所として防犯マニュ

アルの策定や、地域の関係機関・団体等と連携しての見守

り活動、こども自身が自らの安全を確保できるような学び

の機会など、防犯対策としての取組を行う必要がある。 

（３）緊急時対応 

○職員は、こどもの事故やケガ、健康状態の急変が生じた場

合は、速やかに保護者、協力医療機関及び主治医に連絡を

行う等の必要な措置を講じなければならない。 

○設置者・管理者は、緊急時における対応方法についてのマ

ニュアルを策定するとともに、職員が緊急時における対応

方針について理解し、予め設定された役割を果たすことが

できるように訓練しておく必要がある。 

また、設置者・管理者は、例えば、てんかんのあるこど

もが急な発作を起こした場合に速やかに対応できるよう、

個々のこどもの状況に応じて、緊急時の対応方法や搬送先

等について個別のマニュアルを策定し、職員間で共有する

ことも必要である。 

○職員は、医療的ケアを必要とするこども等の支援に当たっ

ては、窒息や気管出血等、生命に関わる事態への対応を学

び、実践できるようにしておく必要がある。 

○職員は、こどものケガや病気の応急処置の方法について、

日頃から研修や訓練に参加し、救急対応（心肺蘇生法、気

道内異物除去、ＡＥＤ（自動体外式除細動器）、「エピペン

®」等の使用）に関する知識と技術の習得に努めることが必

要である。また、緊急時の応急処置に必要な物品について

も常備しておくことが重要であり、設置者・管理者は、Ａ

ＥＤを設置することが望ましい。 

確認することが必要である。 

 

○こどもの安全を守るための情報収集 

防犯情報、不審者情報などの情報収集に留意する。 

 

 

 

 

○非常災害に備えた行動指針やマニュアルを整備すること。災害ご

とに具体的な計画を立てることが重要だが、具体的には、 

・災害に関する情報の入手方法 

・消防署、消防団等の関連機関・団体、家族、従業員への連絡 

・災害時の人員体制、指揮系統 

・避難を開始する時期、判断基準 

・災害に応じた避難場所、避難経路、避難方法 

・障害特性にあわせた対応 

・事業所で被災した際の災害備蓄の管理（水、食料） 

・各区のハザードマップや区の防災情報の確認 

などがあげられる。 
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（４）安全管理対策 

○設置者・管理者は、運営基準により、設備の安全点検、職

員やこども等に対する事業所外での活動・取組等を含めた

事業所での生活における安全に関する指導、職員の研修及

び訓練その他の安全に関する事項について、安全計画を策

定するとともに、職員に周知し、安全計画に従って研修及

び訓練を定期的に行うことが求められている。また、保護

者との連携が図られるよう、保護者に対して安全計画に基

づく取組の内容を周知することも必要である。 

○設置者・管理者は、支援の提供中に起きる事故やケガを防

止するために、安全計画の内容も踏まえ、事業所内や屋外

の環境の安全性について、チェックリストを用いて点検す

るとともに、活動や事業所の実情に応じ、リスクの高い場

面（例えば、食事、プール、移動、送迎、屋外活動などの

場面）において職員が気を付けるべき点や役割等を明確に

した安全管理マニュアルを作成することが重要である。作

成後は、これらに基づき、毎日点検し、必要な補修等を行

い、危険を排除することが必要である。 

また、職員は、衝動的に建物から出てしまうこども等も

いるため、こどもの特性を理解した上で、必要な安全の確

保を行うことが必要である。 

○活動場面によって注意すべき事項が異なるため、職員は、

活動場所や内容等に留意した事故の発生防止に取り組むこ

とが必要である。例えば、送迎、睡眠中、プール活動・水遊

び中、食事・おやつ中など、それぞれの場面に応じて具体的

な注意喚起を促す必要がある。 

○設置者・管理者は、運営基準により、事故が発生した場合

 

○安全管理を徹底する体制については管理者自ら定期的に確認す

る。特に年度初めや従業員の異動がある場合には必ず確認するよ

うにすることが重要である。 

 

○損害賠償保険への加入 

こどもによる物損といった想定内の損害だけではなく、外出時の

対人事故、事業所において事件が起こった場合の損害賠償など、

あらゆる損害賠償リスクに対応したものに加入すること。 

 

○送迎時間に全従業員が送迎に出てしまい、事業所が無人となるよ

うな人員配置は禁止する。送迎時に不慮の事故等あることも考え、

常に連絡対応が取れるよう、最低１名は留守番として事業所に配

置できる人員体制とすること。また、送迎体制は送迎車１台あた

り、運転手及び添乗員の２名以上とし、送迎ルートに関してはこ

どもの心身に無理のないルートとすること（あまりにも広範囲す

ぎないこと）。 

 

○車両の運行にあたっては事業者として日常点検、定期点検を実施

する等、安全装置を含め、設備に不備、不良が生じていないか確認

を行うこと。法令等に定められた点検を行わない車両を運行して

はならない。 

 

○誰が送迎を担当しても、確実に見落としを防ぐことが重要である。

毎日使えるチェックシートを印刷して運転手席に備え付けておく

などして、見落としがないかの確認を毎回確実に行うこと。 
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は、速やかに都道府県、市町村、家族等に連絡を行うととも

に、必要な措置を講じることが求められている。設置者・管

理者は、指定権者である都道府県、支給決定の実施主体で

ある市町村及び事業所の所在する市町村が、どのような事

故の場合に報告を求めているかや、事故が発生した場合に

どのような方法により報告を求めているかについて、必ず

都道府県や市町村のホームページ等で確認し、適切な対応

を行う必要がある。なお、事故の種類を問わず、家族には、

事故が発生した場合は必ず連絡を行い、こども本人や家族

の気持ちを考え、誠意ある対応を行う必要がある。事業所

においては、こうしたことを踏まえ、事故発生直後の初期

対応の手順の明確化や、必要となる連絡先リストの作成等

を行うことが必要となる。 

○設置者・管理者は、発生した事故事例の検証や、事故につな

がりそうなヒヤリ・ハット事例の情報を収集し、検証を行

う機会を設けるとともに、事故原因の共有と再発防止の取

組について、全ての職員に共有することが必要である。 

○設置者・管理者は、運営基準により、送迎や事業所外での活

動のために自動車を運行する場合は、こどもの乗降時の際

に点呼を行うなど、こどもの所在を確実に把握することが

できる方法により所在を確認するとともに、自動車にブザ

ー等の安全装置を装備することが求められている。 

○医療的ケアを必要とするこどもについては、人工呼吸器や

痰の吸引機等の医療機器の電源の確保やバッテリー切れの

防止、酸素ボンベや酸素チューブ、気管チューブ等の安全

管理、アラームへの即時対応などに常に留意する必要があ

る。また、職員の見守り等により、こども同士の接触による

◯送迎を実施した際には、下記の内容について記録すること 

・運転手、添乗員の名前 

・利用者の名前、送迎ルート 

・その他特記事項 

 

○送迎時のアルコールチェック（呼気検査） 

送迎時のアルコールチェックを行うこと。アルコール検査器の導

入、声掛けによる呼気チェック等を行い、記録に残すこと。 

 

○送迎車内におけるこどもの席を指定しておくことは、所在確認を

しやすくし、見落としを防止する効果が期待されるため、事業所

等の実情に応じて、席の指定を取り入れること。 

 

○救急搬送等、通院を伴う重大な怪我や感染症等が発生した場合、

必ず横浜市こども青少年局障害児福祉保健課へ速やかに報告をす

ること。重大な怪我や感染症等を事業所内でおさめようとするこ

とは、重大な隠ぺいとなる。また、その事故報告書を横浜市こども

青少年局障害児福祉保健課へ提出すること。 

 

○事故報告書、ヒヤリ・ハットの記録の保管は必須とする。また、こ

れらを使った再発防止研修を必ず定期的に行うこと。 
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チューブの抜去などの事故の防止にも取り組む必要があ

る。 

５．適切な支援の提供 

○設置者・管理者は、設備、職員等の状況を総合的に勘案し、適

切な支援の環境と内容が確保されるよう、障害のあるこども

の情緒面への配慮や安全性の確保の観点から、利用定員の規

模や、室内のレイアウトや装飾等に心を配り、必要に応じて

改善を図ることが必要である。 

○職員は、支援プログラムや放課後等デイサービスの提供すべ

き支援の内容等について理解するとともに、放課後等デイサ

ービス計画に沿って、それぞれのこどもの障害種別、障害の

特性、発達の段階、生活状況に細やかに配慮しながら支援を

行うことが必要である。 

○職員は常に意思の疎通を図り、円滑なコミュニケーションが

取れるようにすることが必要である。 

○支援開始前には職員間で必ず打合せを実施し、その日行われ

る支援の内容や役割分担について把握することが必要であ

る。 

○支援終了後に職員間で打合せを実施し、その日の支援の振り

返りをし、こどもや家族との関わりで気づいた点や、気にな

った点について職員間で共有するも重要である。 

○職員は、その日行った支援の手順、内容、こどもの反応や気づ

きについて、記録をとらなければならない。また、日々の支援

が支援目標や放課後等デイサービス計画に沿って行われてい

るか、記録に基づいて検証し、支援の改善や自らのスキルア

ップに繋げていく必要がある。 

６．保護者との関わり 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○従業員同士のコミュニケーションの活性化は、働きやすい環境を

つくるだけではなく、虐待の早期発見にもつながる。毎日の朝礼、

ミーティングでの事例検討等で、保護者からの虐待疑いのあるケ

ースを把握し、行政と連携を取り支援につながる例もあり、この

ような取り組みが広がることが期待される。 

 

◯サービス提供の記録を残し、非常勤を含めた従業員間での情報共

有や、外部への説明責任を果たすためにも、その日の利用者・従事

した従業員・活動内容・送迎の実施状況・その他の特記事項等を網

羅的に記載した、業務日誌を作成することが望ましい。 
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職員は、こどもや保護者の満足感、安心感を高めるために、提

供する支援の内容を保護者とともに考える姿勢を持ち、こども

や保護者に対する丁寧な説明を常に心がけ、こどもや保護者の

気持ちに寄り添えるように積極的なコミュニケーションを図る

必要がある。 

（１）保護者との連携 

○職員は、日頃からこどもの状況を保護者と伝え合い、こど

もの発達の状況や発達上のニーズについて共通理解を持つ

ことが重要である。このため、医療的ケアや介助の方法、適

切な姿勢、気になること等について、連絡ノート等を通じ

て保護者と共有することが必要である。また、保護者の希

望やニーズに応じて、こどもの行動変容を目的として、保

護者がこどもの障害の特性やその特性を踏まえたこどもの

関わり方を学ぶペアレント・トレーニング等を活用しなが

ら、共にこどもの育ちを支えられるよう支援したり、環境

整備等の支援を行ったりすることが必要である。 

○設置者・管理者は、送迎時の対応について、事前に保護者と

調整しておくことが必要である。また、事業所内でのトラ

ブルやこどもの病気・事故の際の連絡体制について、事前

に保護者と調整し、その内容について職員間で周知徹底し

ておく必要がある。 

○設置者・管理者は、職員が行う保護者への連絡や支援につ

いて、随時報告を受けることや記録の確認等により、把握・

管理することが必要である。 

（２）こどもや保護者に対する説明等 

職員は、こどもや保護者が放課後等デイサービスを適切

かつ円滑に利用できるよう、適切な説明を十分に行うとと

○こどもの成長を支える事業として、保護者との連携は欠かせない。

事業所側からも積極的に、直接会って話す機会を提供できるよう

心掛けること。 

 

○こどもや保護者との連絡手段 

不適切・不必要なつながりのツールとなる可能性があるため、こ

どもとのＳＮＳは禁止とする。連絡手段は客観的に見て適切なも

のとすること。 
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もに、必要な支援を行う責務がある。 

①運営規程の周知 

○設置者・管理者は、運営規程について、事業所内の見やす

い場所に掲示する等により、その周知を図る。 

②こどもや保護者に対する運営規程や支援プログラム、放課

後等デイサービス計画の内容についての丁寧な説明 

○設置者・管理者は、こどもや保護者に対し、利用申込時に

おいて、運営規程や支援プログラム、支援の内容を理解

しやすいように説明を行う必要がある。特に、支援の内

容、人員体制（資格等）、利用者負担、苦情解決の手順、

緊急時の連絡体制等の重要事項については文書化の上、

対面で説明する。 

○児童発達支援管理責任者は、放課後等デイサービス計画

の内容について、その作成時、変更時にこどもと保護者

に対して丁寧に説明を行う必要がある。 

○聴こえない又は聴こえにくいこどもや保護者の場合に

は、これらの説明に際して、どのような方法による説明

を希望するか確認の上、丁寧に対応することが求められ

る。 

③家族に対する相談援助等 

○職員は、家族が相談しやすいような関係性や雰囲気をつ

くっていくことが必要である。 

そのためには、日頃から家族と意思疎通を図りながら、

信頼関係を構築していくことが重要である。 

○職員は、家族が悩み等を自分だけで抱え込まないように、

家族からの相談に適切に応じ、信頼関係を築きながら、

家族の困惑や将来の不安を受け止め、専門的な助言を行

 

 

○運営規程は、事業所での掲示等により、保護者や見学者が内容を

確認できるようにすること。 

 

 

○受給者証発行までの流れは、事業所の従業員すべてが確実に理解

し、事業所から保護者に誤った案内がされることが無いように徹

底すること。 
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うことも必要である。例えば、定期的な面談や訪問相談

等を通じて、子育ての悩み等に対する相談援助を行った

り、こどもの障害特性の理解が促されるような支援を行

ったりすることが必要である。 

○職員は、父母の会の活動を支援したり、保護者会等を開

催したりすることにより、保護者同士が交流して理解を

深め、保護者同士のつながりを密にして、安心して子育

てを行っていけるような支援を行うことが必要である。

また、「家族支援」は、対象を保護者に限った支援ではな

く、きょうだいや祖父母等への支援も含まれる。特にき

ょうだいは、心的負担等から精神的な問題を抱える場合

も少なくないため、例えば、きょうだい向けのイベント

を開催する等の対応を行っていくことも必要である。 

○設置者・管理者は、職員に対して、定期的な面談や家族に

対する相談援助を通じた「家族支援」について、その適切

な実施を促すとともに、随時報告を受けることや記録の

確認等により、把握・管理する必要がある。 

④苦情解決対応 

○設置者・管理者は、放課後等デイサービスに対するこど

もや家族からの苦情（虐待に関する相談を含む。）につい

て、迅速かつ適切に対応するために、苦情を受け付ける

ための窓口や苦情受付担当者、苦情解決責任者、第三者

委員の設置、解決に向けた手順の整理等、迅速かつ適切

に解決が図られる仕組みを構築することが必要である。 

○設置者・管理者は、苦情受付窓口について、こどもや家族

に周知するとともに、第三者委員を設置している場合に

は、その存在についても、こどもや家族に周知する必要

 

 

 

 

○保護者同士のつながりを支援する活動を行うこと。例えば、事業

所における保護者会を開催するなど、保護者同士のつながりを密

にすることで、保護者の子育ての不安を取り除き、保護者同士で

相談し合える関係づくりを支援すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○苦情にただ漫然と対応することが苦情解決対応ではない。「苦情を

いかに次の支援につなげるか」という視点を持ち、日頃の支援を

見直し、改善につなげるよう努めること。苦情が、事業所内で共有

され、改善につながっているという実感を持ってもらうことが、

保護者との信頼関係を構築する上では重要となる。 
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がある。 

○設置者・管理者は、苦情解決責任者として、迅速かつ適切

に対応する必要がある。 

○苦情が発生した場合の迅速かつ適切な対応は重要である

が、苦情につながる前にリスクマネジメントをすること

で防ぐことが可能な苦情もあることから、苦情になる前

のリスクマネジメントを行うことも重要である。 

○暴行、脅迫、ひどい暴言、不当な要求等の著しい迷惑行為

（カスタマーハラスメント）等についても、その対策に

ついて検討することが必要である。 

⑤適切な情報提供 

○事業所は、定期的に通信等を発行し、活動概要や行事予

定、連絡体制等の情報をこどもや家族に対して発信する

ことが必要である。 

○こどもや家族に対する情報提供に当たっては、視覚障害

や聴覚障害等の障害種別に応じて、手話等による情報伝

達を行うなど丁寧な配慮が必要である。 

７．地域に開かれた事業運営 

○設置者・管理者は、地域住民の事業所に対する理解の増進や

地域のこどもとしての温かい見守り、地域住民との交流活動

の円滑な実施等の観点から、ホームページや会報等を通じて、

事業所の活動の情報を積極的に発信することや、事業所の行

事に地域住民を招待することなど、地域に開かれた事業運営

を図ることが必要である。 

○実習生やボランティアの受入れは、事業所と実習生やボラン

ティア双方にとって有益であり、設置者・管理者は、積極的に

対応することが望ましい。ただし、実習生やボランティアの

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○事業運営については、常に外部へ公開・公表すること。 

 

○事業内容や体制について、保護者や地域の方に情報が伝わるよう

な仕組みを構築すること。具体的には、 

＜日々の支援の様子の発信＞ 

・定期的な事業所便り、事業所ホームページやブログへの掲載（個

人情報への配慮を徹底する） 

＜双方向の情報発信＞ 

・保護者会、保護者見学会等の開催 

 

○地域への情報発信にも努めること。地域の祭りや行事に事業所と

して参加するなど、地域に開かれた事業所運営とすること。地域

住民から、理解されるよう日々の交流を意識すること。 
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受入れに当たっては、事故が起きないよう適切な指導を行う

等の対応が必要である。また、実習生やボランティアが、事業

所の理念や支援の内容、障害のあるこどもの支援上の注意事

項等をしっかりと理解し、適切に対応できるよう、丁寧に説

明することが必要である。 

８．秘密保持等 

○設置者・管理者は、職員等（実習生やボランティアを含む。以

下同じ。）であった者が、その業務上知り得た秘密を漏らすこ

とがないよう、誓約書の提出や雇用契約に明記するなど、必

要な措置を講じなければならない。 

○職員は、関係機関・団体にこどもや家族に関する情報を提供

する際は、あらかじめ文書により保護者等の同意を得ておか

なければならない。また、ホームページや会報等にこども又

は家族の写真や氏名を掲載する際には、保護者等の許諾を得

ることが必要である。 

○職員等は、その職を辞した後も含めて、正当な理由がなく業

務上知り得た秘密を漏らしてはならない。 

９．職場倫理 

○職員は倫理規範を尊重し、常に意識し、遵守することが求め

られる。また支援内容の質の向上に努めなければならない。

これは、放課後等デイサービスで活動する実習生やボランテ

ィアにも求められることである。 

○職員に求められる倫理として、次のようなことが考えられる。 

・こどもの人権尊重と権利擁護、こどもの性差・個人差ヘの配

慮に関すること。 

・性別、国籍、信条又は社会的な身分による差別的な取扱の禁

止に関すること。 
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・こどもに身体的・精神的苦痛を与える行為の禁止に関する

こと。 

・個人情報の取扱いとプライバシーの保護に関すること。 

・こどもや家族、地域住民への誠意ある対応と信頼関係の構

築に関すること。 

○職員は、こどもに直接関わる大人として身だしなみに留意す

ることが求められる。 

 

第７章 支援の質の向上と権利擁護 

１．支援の質の向上への取組 

児童福祉法第 21 条の５の 18 第２項の規定により、事業者は、

その提供する障害児通所支援の質の評価を行うことその他の措

置を講ずることにより、障害児通所支援の質の向上に努めなけ

ればならない。そのためには、設置者・管理者は、自己評価の実

施と評価結果に基づく改善を行うとともに、「第三者評価共通基

準ガイドライン（障害者・児福祉サービス解説版）」等により、

第三者による外部評価を活用することも有効である。 

また、適切な支援を安定的に提供するとともに、支援の質を

向上させるためには、支援に関わる人材の知識・技術を高める

ことが必要であり、そのためには、設置者・管理者は、様々な研

修の機会を確保するとともに、知識・技術の取得意欲を喚起す

ることが重要である。 

さらに、職員が事業所における課題について共通理解を深め、

協力して改善に努めることができる体制を構築するためには、

日常的に職員同士が主体的に学び合う姿勢が重要である。その

ため、設置者・管理者は、事業所において職場研修を実施し、職

員は当該研修を通じて、常に自己研鑽を図る必要がある。 

 

○設置者及び管理者は、従業員が知識・技術を高めるための研修の

開催や研修への派遣を行う等、人材育成に重点的に取り組むこと。

設置者は、支援を適切に提供するためには、従業員が知識・技術の

習得に意欲を持って取り組める環境が不可欠であることを理解

し、そのために必要な人員配置等をすること。 

 

○設置者及び管理者は、従業員の育成計画を作成し、それらに基づ

いた研修を計画すること。また、研修計画は従業員に周知するこ

と。支援が内部だけで完結しないよう意識し、内部研修の充実だ

けではなく、外部研修への参加も行い、事後の伝達も含めて事業

所全体のスキルアップを図ること。なお、研修の企画等は、児童発

達支援管理責任者が中心になるが、現に指導員として従事してい

る従業員の意見を参考にすることも必要である。 

 

○成長過程にあるこどもを長期的に支援していく事業であることか

ら、従業員育成は高度な専門性が求められる。事業所の設置者や

管理者は専門的な知識を有した人物であることが想定される。 
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加えて、設置者・管理者は、職員が外部で行われる研修等へ積

極的に参加できるようにし、職員が必要な知識・技術の習得、維

持及び向上を図ることができるようにする必要がある。 

（１）職員の知識・技術の向上 

○職員の知識・技術の向上は、放課後等デイサービスの提供内

容の向上に直結するものであり、職員の知識・技術の向上の

取組は、設置者・管理者の重要な管理業務の一つである。 

○設置者・管理者は、職員の資質の向上の支援に関する計画を

策定し、その計画に係る研修の実施又は研修の機会を確保す

ることが必要である。資質の向上の支援に関する計画の策定

に際しては、職員を積極的に参画させることが必要である。 

○支援を適切に提供する上で、放課後等デイサービスに期待さ

れる役割、障害のあるこどもの発達の段階ごとの特性、障害

種別・障害の特性、こどもと家族に対する適切なアセスメン

トと支援の内容・方法、関連する制度の仕組み、関係機関・団

体の役割、児童虐待への対応、障害者権利条約の内容等を理

解することが重要であり、設置者・管理者は、職員に対してこ

うした知識の習得に向けた意欲を喚起する必要がある。 

○障害種別・障害の特性に応じた支援や発達の段階に応じた支

援、家族支援等に係る適切な技術を職員が習得することが、

こどもの発達支援や二次障害の予防、家庭養育を支えるとい

った視点から重要であり、設置者・管理者は、職員に対してこ

うした技術の習得に向けた意欲を喚起する必要がある。 

（２）研修の受講機会等の提供 

○設置者・管理者は、職員の資質向上を図るため、研修の実施等

を行う必要がある。具体的には、自治体や児童発達支援セン

ター、障害児支援関係団体が実施する研修等への職員の参加、

 

 

 

 

○この事業の運営には、多角的な視点が求められる。障害理解はも

ちろん、こどもの発達段階や家族支援など、様々な知識の習得に

努めること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○研修への参加は必須である。人員体制上の理由などで参加できな

いことは想定されない。すべての従業員が定期的に研修を受講で

きるような人員体制とすることは不可欠である。また、従業員の
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事業所における研修会や勉強会の開催(本ガイドラインを使

用した研修会や勉強会等)、事業所に講師を招いての研修会の

実施、職員を他の事業所等に派遣しての研修、事業所内にお

ける職員の自己研鑽のための図書の整備等が考えられる。ま

た、医療的ケアが必要なこどもや重症心身障害のあるこども

に対し、適切な支援が行われるよう、職員に喀痰吸引等の研

修を受講させることが必要である。さらに、強度度行動障害

を有するこどもに対し、適切な支援が行われるよう、強度行

動障害支援者養成研修や中核的人材養成研修を受講させるこ

とも必要である。 

○児童発達支援管理責任者は、職員に対する技術指導及び助言

を行うことも業務となっており、設置者・管理者は、事業所内

における研修の企画等に当たっては、児童発達支援管理責任

者と共同して対応していくことが必要である。 

 

 

 

 

（３）児童発達支援センターによるスーパーバイズ・コンサルテ

ーションの活用 

○児童発達支援センターには、地域の障害児通所支援事業所に

対するスーパーバイズ・コンサルテーション機能（支援内容

等の助言・援助）を有することが求められており、対応が難し

いこどもや家族をはじめ、個別ケースへの支援も含めた障害

児通所支援事業所全体への支援が行われることが期待され

る。具体的には、直接個別の事業所に訪問して行うものや、事

業所が児童発達支援センターを来訪して行うものなど、様々

資質向上のために、あらゆる研修を意欲的に取り入れることが必

要である。 

 

○外部研修 

正規従業員であれば毎年１回以上は参加させること（外部研修へ

の参加ができなかった従業員に対しては研修報告等で間接的に参

加させること）。自治体、障害児等関係団体が実施するもの以外に、

他事業所との勉強会、他事業所への派遣なども望ましい。 

 

○内部研修（事業所内研修、法人内研修） 

ミーティング内研修も含め、毎月１回程度の開催が望ましい。日々

の支援の振り返りや風通しの良い職場づくりにもなることを意識

すること。 

 

○児童発達支援管理責任者は、従事者に対して指導及び助言をする

立場でもある。このことを踏まえ、その時々の利用児童の個別支

援計画を実践していくために、従業員育成の計画・更新を管理者

とともに検討する必要がある。 
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な方法が考えられる。 

○地域の障害児通所支援事業所においては、児童発達支援セン

ターとの連携を図りながら、スーパーバイズ・コンサルテー

ションを受けることにより、支援の質の向上につなげていく

ことが望ましい。 

○スーパーバイズ・コンサルテーションを効果的に活用するた

めには、提供する児童発達支援センターとこれを受ける事業

所の相互理解や信頼関係の構築が重要であり、相互が理念や

支援の手法を明確にして取り組んでいくことが必要である。 

○詳細は、追って示す「地域における児童発達支援センター等

を中核とした障害児支援体制整備の手引き」を参照すること。 

２．権利擁護 

障害のあるこどもの支援に当たっては、こどもの権利条約、

障害者権利条約、こども基本法、児童福祉法等が求めるこども

の最善の利益が考慮される必要がある。特に、障害のあるこど

もが、自由に自己の意見を表明する権利及びこの権利を実現す

るための支援を提供される権利を有することを認識することが

重要である。具体的には、職員は、こどもの意向の把握に努める

こと等により、こども本人の意思を尊重し、こども本人の最善

の利益を考慮した支援を日々行う必要があり、詳細は、追って

示す「障害児支援におけるこどもの意思の尊重・最善の利益の

優先考慮の手引き」を参照すること。 

また、障害のあるこどもの権利擁護のために、虐待等のこど

もの人権侵害の防止に関する次のような取組も積極的に行って

いくことが重要である。 

（１）虐待防止の取組 

○設置者・管理者は、運営基準により、虐待防止委員会を定期的

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○従業員によるこどもへの虐待防止のため、具体的な虐待防止への

取り組みをすすめること。「障害者福祉施設等における障害者虐待

の防止と対応の手引き」「障害児支援におけるこどもの意思の尊

重・最善の利益の優先考慮の手引き」等こども家庭庁の示すガイ

ドライン及び手引きは、管理者はじめ従業員全員が必ず読むこと。 

特に、虐待防止は、虐待そのものだけではなく、「虐待につながり

かねない支援」、「虐待を疑われる支援」についての理解を深める

ことが重要である。障害特性への理解の未熟さから、漫然と支援

を行っていることが知らず知らずのうちに「虐待につながりかね

ない支援」となっていることが多い。支援について常に振り返る

ことが重要である。「これでいいだろう」ではなく「これでいいだ

ろうか」という視点を大切にすること。虐待防止啓発のための定

期的な研修は、虐待そのものだけではなく、これらの視点をもつ

ための研修とすること。 

【参考】虐待防止関連法令 
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に開催するとともに、その結果について職員に周知徹底を図

ること、職員に対する虐待の防止のための研修を定期的に実

施すること、これらの措置を適切に実施するための担当者を

置くことが求められている。 

○設置者・管理者は、職員によるこどもに対する虐待を防止す

るため、虐待防止委員会の設置など、必要な体制の整備が求

められる。虐待防止委員会の責任者は、通常、管理者が担うこ

ととなる。虐待防止委員会を組織的に機能させるために、苦

情解決の第三者委員等の外部委員を入れてチェック機能を持

たせるとともに、児童発達支援管理責任者等、虐待防止のリ

ーダーとなる職員を虐待防止マネージャーとして配置し、研

修や虐待防止チェックリストの実施など、具体的な虐待防止

への取組を進めることが必要である。 

○設置者・管理者は、職員に対し、虐待防止啓発のための定期的

な研修を実施し、又は自治体が実施する研修を受講させるほ

か、自らが虐待防止のための研修を積極的に受講すること等

により、児童虐待の防止等に関する法律（平成 12 年法律第 82

号。以下「児童虐待防止法」という。）及び障害者虐待の防止、

障害者の養護者に対する支援等に関する法律（平成 23 年法律

第 79 号。以下「障害者虐待防止法」という。）について理解

し、虐待防止の取組を進める必要がある。特に、「障害者福祉

施設等における障害者虐待の防止と対応の手引き」は必ず読

むようにすること。 

また、自治体が実施する虐待防止や権利擁護に関する研修

を受講した場合には、事業所で伝達研修を実施することが重

要である。 

○職員からの虐待（特に性的虐待）は、密室化した場所で起こり

・児童虐待防止等に関する法律（平成 12 年法律第 82 号） 

・障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する支援等に関する法

律（平成 23 年法律第 79 号） 

・「障害者福祉施設等における障害者虐待の防止と対応の手引き」 

https://www.cfa.go.jp/policies/shougaijishien/shisaku/gu

ideline_tebiki 

・「障害児支援におけるこどもの意思の尊重・最善の利益の優先考

慮の手引き」 

https://www.cfa.go.jp/policies/shougaijishien/shisaku/gu

ideline_tebiki 

 

○虐待（特に性的虐待）は、密室化した場所で起こりやすいことか

ら、不必要に密室化した場所をつくらないことに留意し、全従業

員と密室化した場所を作らない趣旨を共有、従業員同士で相互チ

ェックを行う体制を整えること。なお従業員による相互チェック

体制に加えて、事業所内に防犯カメラを設置する等、適切な支援

を行えている状況を第三者にも説明できるよう、事業所として体

制を整えること。 

特に以下の場面では従業員と利用児童が１対１となりやすいため

十分注意し、発生させないよう事業所として体制等を整備する必

要がある。 

＜送迎＞ 

・必ず複数体制とすること。 

・介助等の必要のない自立したこどもであっても同様である。 

車内でこどもと１対１となることは、虐待を疑われることを意

識し、複数対応を心がけること。 

＜排泄介助＞ 
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やすいことから、設置者・管理者は、送迎の車内を含め、密室

化した場所を極力作らないよう、常に周囲の目が届く範囲で

支援を実施できるようにする必要がある。実習生やボランテ

ィアの受入れや地域住民との交流を図ることなどを通じて、

第三者の目が入る職場環境を整えることも重要である。 

○児童対象性暴力等がこどもの権利を著しく侵害し、こどもの

心身に生涯にわたって回復し難い重大な影響を与えるもので

あることに鑑み、こどもに対して教育、保育等の役務を提供

する事業を行う立場にある学校設置者等及び認定を受けた民

間教育保育等事業者が、教員等及び教育保育等従事者による

児童対象性暴力等の防止の措置を講じることを義務付ける

「学校設置者等及び民間教育保育事業者による児童対象性暴

力等の防止等のための措置に関する法律」（令和６年法律第 69

号。以下「こども性暴力防止法」という。）が令和６年通常国

会において成立し、公布の日（令和６年６月 26 日）から起算

して２年６月を超えない範囲において政令で定める日より施

行される。 

講ずべき措置について、具体的には、教員等の研修やこど

もとの面談、こどもが相談を行いやすくするための措置等及

び教員等としてその業務を行わせる者についての特定性犯罪

前科の有無の確認等をしなければならず、これらの措置につ

いて、認可保育所等や障害児入所施設のほか、指定障害児通

所支援事業（児童発達支援、放課後等デイサービス、居宅訪問

型児童発達支援及び保育所等訪問支援）は義務の対象とされ、

児童福祉法上の届出対象の事業や認可外保育施設、総合支援

法に規定される障害児を対象とする事業（居宅介護、同行援

護、行動援護、短期入所及び重度障害者等包括支援事業）は、

・排泄介助は、原則、同性介助とすること。 

・ただし、同性に対する性的虐待も発生しうるため、支援の状況は

常にチェックし合うことが必要である。 

＜利用児童との適切な距離の保持＞ 

従業員とこどもは、支援の提供を介した専門的な職務上の関係で

ある。関係性や距離の取り方などは、当然それらを踏まえた対応

とするものである。個人的なメールや、ＳＮＳのやりとりは、不適

切・不必要なつながりのツールとなり、性的虐待につながる可能

性があるため禁止とする。 

 

○個人携帯電話の取扱い等について 

 個人携帯電話のカメラ機能で、わいせつ画像を撮影するといった

性犯罪事例があったことを鑑みて、業務中の個人携帯電話の携帯

は、禁止とする。 

事業所においては類似事例の発生を防止する目的で 

・カメラ機能のない携帯電話を事業所で整備する 

・カメラ機能のある携帯電話を使用する場合には撮影データを事

業所としてチェックする体制を整える 

等の措置をする必要がある。取扱については規定しておくこと。 
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認定を受けた場合は、学校設置者等が講ずべき措置と同等の

ものを実施しなければならない。今後、施行までに現場の声

を聴きながら、対象となる従事者や具体的な措置の内容等に

ついて検討していく。 

○職員から虐待を受けたと思われるこどもを発見した場合（相

談を受けて虐待と認識した場合を含む。）、その者は、障害者

虐待防止法第 16 条に規定されている通報義務に基づき、児童

発達支援の通所給付決定をした市町村の窓口に通報する必要

がある。事業所の中だけで事実確認を進め、事態を収束させ

ることなく、必ず市町村に通報した上で行政と連携して対応

を進める必要がある。 

○職員は、保護者による虐待を発見しやすい立場にあることを

認識し、こどもの状態の変化や家族の態度等の観察、情報収

集により、虐待の早期発見に努める必要がある。また、保護者

に対する相談支援やカウンセリング等により、虐待の未然防

止に努めることが重要である。 

○職員は、保護者による虐待を発見した場合は、児童虐待防止

法第６条に規定されている通告義務に基づき、市町村、都道

府県の設置する福祉事務所又は児童相談所等へ速やかに通告

する必要がある。虐待等により福祉的介入が必要とされるケ

ースについては、市町村等が設置する要保護児童対策地域協

議会等を活用しながら、児童相談所やこども家庭センター、

児童家庭支援センター、市町村の児童虐待対応窓口、保健所

等の関係機関・団体と連携して対応を図っていくことが求め

られる。 

 

 

 

 

 

 

○職員から虐待を受けたと思われるこどもを発見した場合、速やか

に横浜市こども青少年局障害児福祉保健課へ通報する義務があ

る。 

 

 

 

 

○事業所は、保護者による虐待およびその疑いについて、早期発見

と未然防止に努める立場であることを自覚すること。 

 

 

 

○保護者による虐待を受けた、または疑いのあるこどもを発見した

場合、速やかに児童相談所又は各区役所こども家庭支援課へ通報

をする義務がある。 

 

○要保護児童について、合同カンファレンスが行われる場合は必ず

参加し、保護者への接し方、支援方法、役割分担など共有・調整

し、家族の関係性を含めた支援をする必要がある。 

 

○保護者によるこども虐待のケースについては、児童相談所、区役

所こども家庭支援課や保健所等の関係機関・団体と連携して対応

を図る必要がある。また、虐待以外で児童相談所や区役所こども



100 

  

 

 

 

（２）身体拘束への対応 

○職員が自分の体でこどもを押さえつけて行動を制限すること

や、自分の意思で開けることのできない居室等に隔離するこ

と等は身体拘束に当たり、運営基準により、障害のあるこど

もや他の障害のあるこどもの生命又は身体を保護するために

緊急やむを得ない場合を除き、禁止されている。 

○設置者・管理者は、身体拘束等の適正化を図る措置（①身体拘

束等の記録、②身体拘束適正化検討委員会の定期開催、③指

針の整備、④研修の実施）を講じる必要がある。 

○やむを得ず身体拘束を行う場合は、切迫性、非代替性、一時性

の３つの要件を全て満たすことが必要となるが、身体拘束の

検討が必要なケースについては、代替性がないか等について

慎重に検討した上で、それでもなお、身体拘束を行わざるを

得ない事態が想定される場合には、いかなる場合にどのよう

な形で身体拘束を行うかについて、設置者・管理者は組織的

に決定する必要がある。また、児童発達支援管理責任者は、放

課後等デイサービス計画に、身体拘束が必要となる状況、身

体拘束の態様・時間等について、こどもや保護者に事前に十

分に説明をし、了解を得た上で記載することが必要である。 

 

 

 

 

 

家庭支援課等が支援をしているこどもについても、情報の取扱い

に留意し、こどもの支援を行う専門機関として、関係機関・団体と

連携して関わる必要がある。 

 

○身体拘束は、当該児童または他の利用児童の生命または身体を保

護するため、緊急やむを得ない場合を除き原則禁止である。 

【参考】横浜市指定通所支援の事業等の人員、設備、運営等の基準に

関する条例第 45 条 

＜身体拘束の具体例＞ 

・こどもの体を押さえつける 

・自分で開けることのできない個室へ閉じ込める 

・暴れるこどもを紐などで体を拘束する 

 

○やむを得ず身体拘束を行う場合は、①切迫性、②非代替性、③一時

性の３点で、慎重に検討し、判断する。 

①切迫性：本人、他児、従業員の生命が危険にさらされる、または

恐れがある瞬間 

②非代替性：その行動以外に代替する方法がない場合 

③一時性：身体拘束による行動制限が、一時的である場合 

（例）外出支援で、赤信号を待っていたら、その子が好きな救急車

が通り、飛び出して車にひかれそうになったため、抑えて歩道

に戻した。 

 

○やむを得ず身体拘束をする際の検討は、個人・事業所のみで判断

するのではなく、必要に応じてこどもに関わる区役所、学校、医療

機関、他事業所とカンファレンスを行い、複数で判断し、支援計画

に入れること。また、保護者との面談を行い、支援に対する保護者
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○身体拘束を行った場合には、設置者・管理者は、身体拘束を行

った職員又は児童発達支援管理責任者から、その様態・時間、

その際のこどもの心身の状況、緊急やむを得ない理由等につ

いて報告を受けるとともに、記録を行うことが必要である。

なお、必要な記録がされていない場合は、運営基準違反とな

ることを認識しておく必要がある。 

（３）その他 

○設置者・管理者は、こどもの権利擁護に関する研修会を実施

するなど、職員がこどもの人権を尊重した支援を行うために

必要な取組を進めることが必要である。 

の同意を得ること。なお、カンファレンス記録、面談記録、保護者

同意書は必ず残しておくこと。必要な記録が無い場合、運営基準

違反となる。 

 

 

○身体拘束を行った場合、①行った担当者、②その時のこどもの心

身の状況、③緊急やむを得ない理由等、必ず記録を残し、保護者へ

も伝えること。また、必要に応じてこどもに関わる区役所、学校、

医療機関、他事業所、保護者と定期的にカンファレンスを行うこ

と。たとえ同意が取れていても、漫然と拘束を繰り返さないよう、

常に支援方法の検討を行うこと。 
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